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（ ）「－」は、該当数値のないもの

（ ）「皆増」は、前年度に数値がなく全額増加したもの（増加率が ％

以上のものを含む。）

（ ）「皆減」は、当該年度の数値がなく全額減少したもの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国民健康保険高額医療費資金貸付基金……………………………

２ 国民健康保険出産費貸付基金………………………………………

３ 土地開発基金…………………………………………………………

４ 収入印紙等購買基金…………………………………………………

５ 育英資金給付基金……………………………………………………

むすび…………………………………………………………………………

決算審査資料…………………………………………………………………

水道事業会計…………………………………………………………………

令和５年度長泉町水道事業会計決算審査意見 ………………………………

第１ 審査の対象………………………………………………………………

第２ 審査の期間………………………………………………………………

第３ 審査の方法………………………………………………………………

第４ 審査の結果………………………………………………………………

決算の概要……………………………………………………………………

１ 事業の概要……………………………………………………………

２ 予算の執行状況………………………………………………………

３ 経営成績………………………………………………………………

４ 財政状態………………………………………………………………

５ むすび…………………………………………………………………

決算審査資料…………………………………………………………………

下水道事業会計………………………………………………………………

令和５年度長泉町下水道事業会計決算審査意見 ……………………………

第１ 審査の対象………………………………………………………………

第２ 審査の期間………………………………………………………………

第３ 審査の方法………………………………………………………………

第４ 審査の結果………………………………………………………………

決算の概要……………………………………………………………………

１ 事業の概要……………………………………………………………

２ 予算の執行状況………………………………………………………

３ 経営成績………………………………………………………………

４ 財政状態 ……………………………………………………………

５ むすび ………………………………………………………………

決算審査資料 ………………………………………………………………

健全化判断比率・資金不足比率……………………………………………

令和５年度長泉町健全化判断比率及び資金不足比率に係る審査意見……

第１ 審査の対象……………………………………………………………



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

長 監 査 第 １ ５ 号

令和６年８月１日

長泉町長 池 田 修 様

長泉町監査委員 村 田 正 志

長泉町監査委員 井 出 春 彦

令和５年度長泉町各会計歳入歳出決算及び基金運用状況

の審査意見について

地方自治法第 条第２項の規定に基づき審査に付された令和５年度長泉町

一般会計及び各特別会計歳入歳出決算及び証書類その他政令で定める書類並び

に同法第 条第５項の規定に基づき審査に付された基金の運用状況を示す書

類を審査したので、次のとおり意見を提出します。
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令和５年度長泉町各会計歳入歳出決算等審査意見

第１ 審査の対象 
令和５年度長泉町一般会計歳入歳出決算

令和５年度長泉町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

令和５年度長泉町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

令和５年度長泉町介護保険事業特別会計歳入歳出決算

令和５年度長泉町土地取得事業特別会計歳入歳出決算

上記決算に関する証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する

調書及び財産に関する調書

第２ 審査の期間・実施場所

令和６ 年７月２日から令和６年７月１９日まで

長泉町監査委員室

第３ 審査の方法

審査にあたっては、長泉町監査基準等に基づき、各会計歳入歳出決算、同

歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書が

関係法令に準拠して作成されているか、計数は正確であるかを確認するため、

関係諸帳簿等証書類と照合を行ったほか、予算の執行状況等について、各課

から資料の提出を求めるとともに、関係職員から説明を聴取し、併せて例月

出納検査、定期監査等の結果も参考にして審査を実施した。

第４ 審査の結果

審査に付された各会計歳入歳出決算、同歳入歳出決算事項別明細書、実質

収支に関する調書及び財産に関する調書は、いずれも関係法令に準拠して作

成されており、計数は証書類と符合し正確であると認められた。

また、予算の執行については、概ね適正に行われているものと認められた。

各会計の決算の概要等は、後述のとおりである。
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総 括

１ 決算規模

（１） 総計決算額

本年度の一般会計及び４特別会計の決算額の総計は、歳入 千

円、歳出 千円で、歳入歳出差引額は 千円となっている。

前年度と比較すると、歳入は 千円増額、歳出も 千円増額

になっている。

予算現額に対する決算額の割合は、歳入 、歳出 で、前年度に

比べ、歳入は ポイント減少し、歳出も ７ポイント減少している。

総計決算額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％  

（２） 純計決算額

総計決算額から各会計相互間の繰入れ繰出しによる重複額 千円

を控除した純計決算額は、歳入 千円、歳出 千円で、

歳入歳出差引額は 千円となっている。

前年度と比較すると、歳入は 千円（ ）増加し、歳出も

千円（ ）増加している。歳入歳出差引額は 千円

（ ）減少している。

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 対予算 金 額 対予算 増減額 比率

一
般
会
計

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 ‐ ‐ △

特
別
会
計

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額 △

歳入歳出差引額 ‐ ‐

合

計

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 ‐ ‐ △
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純計決算額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％  

２ 決算収支

決算収支（総計）の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％
 

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

形 式 収 支

歳入歳出差引額

一般会計 △

特別会計

合 計 △

翌年度繰越財源

一般会計

特別会計 ‐

合 計

実 質 収 支

一般会計 △

特別会計

合 計 △

単 年 度 収 支

一般会計 △ △ △

特別会計 △

合 計 △ △ △

本年度の総計決算の形式収支は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ％）減少している。この形式収支から翌年度繰越財源（繰越事業に伴い

翌年度へ繰り越すべき財源） 千円を控除した実質収支は 千円

の黒字で、これから前年度の実質収支 千円を控除した単年度収支は

千円の赤字となっている。

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 金 額 増減額 比率

総

計

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

重 複 計 算 控 除 額

純

計

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額 △
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３ 予算の執行状況

一般会計及び特別会計の歳入歳出予算の執行状況は、次表のとおりである。

（歳入）

単位：千円・％

区 分 予算現額 調定額 収入済額
不 納

欠損額

収 入

未済額

対予算

収入率

対調定

収入率

一般会計 
特別会計 
合 計 

（歳出）

単位：千円・％

本年度の一般会計及び特別会計を合わせた予算現額は 千円で、

当初予算額 千円に、補正予算額 千円と前年度からの

繰越額 千円を加えた額である。

予算現額に対する収入率は 、調定額に対しては で、執行率は

、不用額は 千円となっている。

不納欠損額及び収入未済額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

不納欠損額 
一般会計

特別会計 △

合 計

収入未済額 

一般会計 △

特別会計 △

合 計 △

 
不納欠損額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加

している。また、収入未済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

区 分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

一般会計

特別会計

合 計
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純計決算額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％  

２ 決算収支

決算収支（総計）の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％
 

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

形 式 収 支

歳入歳出差引額

一般会計 △

特別会計

合 計 △

翌年度繰越財源

一般会計

特別会計 ‐

合 計

実 質 収 支

一般会計 △

特別会計

合 計 △

単 年 度 収 支

一般会計 △ △ △

特別会計 △

合 計 △ △ △

本年度の総計決算の形式収支は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ％）減少している。この形式収支から翌年度繰越財源（繰越事業に伴い

翌年度へ繰り越すべき財源） 千円を控除した実質収支は 千円

の黒字で、これから前年度の実質収支 千円を控除した単年度収支は

千円の赤字となっている。

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 金 額 増減額 比率

総

計

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

重 複 計 算 控 除 額

純

計

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額 △

- 6 -



 

不用額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

不用額 
一般会計 △

特別会計

合 計

不用額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加してい

る。

４ 財政構造

普通会計における財政指数の状況は、次表のとおりである。普通会計とは、

地方公共団体相互間の比較のため地方財政統計上、統一された会計であり、本

町においては、一般会計に土地取得事業特別会計を加えて、普通会計としてい

る。

財政指数の状況

単位：％・ポイント

※算式

財政力指数＝基準財政収入額÷基準財政需要額 過去 年度間平均）

実質収支比率＝実質収支額÷標準財政規模×100

経常収支比率＝経常経費充当一般財源÷(経常一般財源収入＋臨時財政対策債)×100

（１）財政力指数

財政力指数は、財政構造における財政力の強弱を判断するために用いら

れているものであり、この指数が「１」に近く「１」を超えるほど財源に

余裕があるとされていて、普通交付税の不交付団体となる。

本年度の財政力指数は、 で、前年度に比べ ポイント減少して

いる。

 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
対前年度

増 減

財 政 力 指 数 △

実質収支比率 ％ △

経常収支比率 ％
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（２）実質収支比率

実質収支比率は、財政運営の状況を判断するために用いられている指数

で、標準財政規模に対する実質収支の割合を示すものである。この比率は、

％から ％程度が望ましいものとされている。

本年度の実質収支比率は、 ％で、前年度に比べ ポイント減少して

いる。

（３）経常収支比率

経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するために用いられている指

標で、経常的経費に経常一般財源がどの程度充当されているかを示すもの

である。この比率が低いほど一般財源に余裕があることを表している。一

般に市町村は ％から ％の範囲内にあることが望ましいとされている。

％を超える場合には、財政構造は弾力性を失いつつあるとされている。

本年度の経常収支比率は、 ％で、前年度に比べ ポイント増加し

ている。

５ 町債の状況

町債の状況は、次表のとおりで本年度末の借入残高は 千円で、

前年度末に比べ  千円（ ）増加している。

単位：千円  

６ 債務負担行為の状況

一般会計における債務負担行為額は、次表のとおりである。

単位：千円  
区 分 令和５年度 令和４年度 増減額

令和５年度末における債務負担行為額

（令和６年度以降の支出予定額）

債務負担行為に基づく令和６年度以降の支払予定額は、  千円で、

前年度末に比べ 千円（ ）増加している。

これは、学校給食センター調理等業務などで債務負担行為を設定したこと

による増が主な要因である。

区 分
令和４年度末

借入残高

令和５年度

借入額

令和５年度償還額 令和５年度末

借 入 残 高
元金 利 子

一般会計
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不用額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

不用額 
一般会計 △

特別会計

合 計

不用額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加してい

る。

４ 財政構造

普通会計における財政指数の状況は、次表のとおりである。普通会計とは、

地方公共団体相互間の比較のため地方財政統計上、統一された会計であり、本

町においては、一般会計に土地取得事業特別会計を加えて、普通会計としてい

る。

財政指数の状況

単位：％・ポイント

※算式

財政力指数＝基準財政収入額÷基準財政需要額 過去 年度間平均）

実質収支比率＝実質収支額÷標準財政規模×100

経常収支比率＝経常経費充当一般財源÷(経常一般財源収入＋臨時財政対策債)×100

（１）財政力指数

財政力指数は、財政構造における財政力の強弱を判断するために用いら

れているものであり、この指数が「１」に近く「１」を超えるほど財源に

余裕があるとされていて、普通交付税の不交付団体となる。

本年度の財政力指数は、 で、前年度に比べ ポイント減少して

いる。

 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
対前年度

増 減

財 政 力 指 数 △

実質収支比率 ％ △

経常収支比率 ％
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一 般 会 計
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一 般 会 計

１ 決算状況

本年度の一般会計の決算額は、歳入 千円、歳出 千円

で、歳入歳出差引額（形式収支）は 千円となっている。

前年度と比較すると、歳入は 千円（ ）の増、歳出も

千円（ ）の増となった。

形式収支は、 千円の黒字で前年度に比べ 千円の減、形式

収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は、 千円

の黒字で前年度に比べ 千円の減となった。

また、単年度収支は 千円の赤字、実質単年度収支は 千円の

赤字となり、前年度に比べ単年度収支は 千円の減、実質単年度収支は

千円の減となった。

決算収支の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額
△

形 式 収 支

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支 △

前年度実質収支

単 年 度 収 支 △ △ △

財政調整基金積立金 △

繰 上 償 還 額 ‐

財政調整基金取崩額

実質単年度収支 △ △ △

２ 歳入

本年度の歳入決算の状況は、予算現額 千円、調定額

千円、収入済額 千円、不納欠損額 千円、収入未済額

千円となっている。

収入済額を前年度と比較すると、 千円（ ）増加している。

款別歳入決算状況は、次表のとおりである。
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款別歳入決算状況

単位：千円・％

歳入の主な構成割合をみると、町税が 千円（構成比 ％）、国

庫支出金が 千円（構成比 ％）県支出金が 千円（構成

比 ％）、地方消費税交付金が 千円（構成比 ％）となった。

前年度と比較すると町税は、法人町民税が減となったものの、個人町民税や

固定資産税が増となったことなどにより 千円（ ％）の増となった。

国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などが増となったも

のの、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業費補助金や価格高騰緊

急支援給付金事業費補助金の減などにより、前年度に比べ 千円

（ ％）の減となった。繰入金は、竹原グラウンド駐車場用地購入などの各

種事業の財源とした財政調整基金繰入金の増などにより、前年度に比べ

千円（ ％）の増となった。

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 比率

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金 △

地方消費税交付金 △

ゴルフ場利用税交付金 △

自動車取得税交付金 ‐ 皆増

環境性能割交付金

地 方 特 例 交 付 金 △

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金 △

分担金及び負担金 △

使用料及び手数料 △

国 庫 支 出 金 △

県 支 出 金

財 産 収 入 △

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債 △

合 計
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財源別決算状況は、次表のとおりである。

財源別歳入決算状況

単位：千円・％

歳入決算額を財源別に見ると、自主財源は 千円、依存財源は

千円で、前年度に比べ、自主財源は 千円（ ）の増加、依

存財源は 千円（ ）減少している。また、自主財源と依存財源の構成比

率は、自主財源が 、依存財源が で、前年度に比べ、自主財源比率が

ポイント増加している。これは、価格高騰緊急支援給付金給付事業費補助金

の減による国庫支出金などの依存財源が減となった一方、個人町民税や固定資産

税の増収により町税が増額になったことなどが主な要因である。

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 比率

自

主

財

源

町 税

分担金及び負担金 △

使用料及び手数料 △

財 産 収 入 △

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

小 計

依

存

財

源

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金 △

地方消費税交付金 △

ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金
－

△

自動車取得税交付金 ‐ 皆増

環境性能割交付金

地 方 特 例 交 付 金 △

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金 △

国 庫 支 出 金 △

県 支 出 金

町 債 △

小 計 △

歳 入 合 計 
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款別歳入決算状況

単位：千円・％

歳入の主な構成割合をみると、町税が 千円（構成比 ％）、国

庫支出金が 千円（構成比 ％）県支出金が 千円（構成

比 ％）、地方消費税交付金が 千円（構成比 ％）となった。

前年度と比較すると町税は、法人町民税が減となったものの、個人町民税や

固定資産税が増となったことなどにより 千円（ ％）の増となった。

国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などが増となったも

のの、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業費補助金や価格高騰緊

急支援給付金事業費補助金の減などにより、前年度に比べ 千円

（ ％）の減となった。繰入金は、竹原グラウンド駐車場用地購入などの各

種事業の財源とした財政調整基金繰入金の増などにより、前年度に比べ

千円（ ％）の増となった。

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 比率

町 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 △

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金 △

地方消費税交付金 △

ゴルフ場利用税交付金 △

自動車取得税交付金 ‐ 皆増

環境性能割交付金

地 方 特 例 交 付 金 △

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金 △

分担金及び負担金 △

使用料及び手数料 △

国 庫 支 出 金 △

県 支 出 金

財 産 収 入 △

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債 △

合 計
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款別収入の状況

１款 町税 
町税の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。不納欠損額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）増加している。これは、地方税法第 条の７第４項（執行停

止）、第５項（即時消滅）等の規定により行われたもので適正に処理されてい

る。収入未済額は 円で、前年度に比べ 千円（ ）減少して

いる。収入率は、予算現額に対して で、前年度に比べ ポイント増

加し、調定額に対しては になっている。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

不納欠損額

収入未済額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

注 収入済額には、還付未済額を含む。

町税の収入済額を税目別に見ると、町税の を占める町民税は、

千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加している。

個人町民税は 千円で、個人所得の上昇等により、前年度に比べ

千円（ ）増加している。法人町民税は 千円で、前年度に

比べ 千円（ ）減少している。これは、民間需要の低迷が主な要因と

なっている。

また、町税の ％を占める固定資産税の収入済額は 千円で、

前年度に比べ 千円（ ）増加している。これは、家屋の新築増が主

な要因となっている。

町税の収入済額の歳入総額に占める割合は ％で、前年度に比べ ポ

イント減少している。
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（収入済額内訳） 単位：千円・％  

年度別不納欠損額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％

 

 

年度

項・目別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

町 民 税

個 人

法 人 △

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

国有資産等所在

市町村交付金
△

軽 自 動 車 税

環 境 性 能 割

種 別 割

町 た ば こ 税

入 湯 税 △

都 市 計 画 税

合 計

 
現 年 課 税 分

滞 納 繰 越 分 △

そ の 他 ‐

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 対前年度比率

個 人 町 民 税

法 人 町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

町 た ば こ 税 ‐

入 湯 税

都 市 計 画 税

合 計
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款別収入の状況

１款 町税 
町税の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。不納欠損額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）増加している。これは、地方税法第 条の７第４項（執行停

止）、第５項（即時消滅）等の規定により行われたもので適正に処理されてい

る。収入未済額は 円で、前年度に比べ 千円（ ）減少して

いる。収入率は、予算現額に対して で、前年度に比べ ポイント増

加し、調定額に対しては になっている。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

不納欠損額

収入未済額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

注 収入済額には、還付未済額を含む。

町税の収入済額を税目別に見ると、町税の を占める町民税は、

千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加している。

個人町民税は 千円で、個人所得の上昇等により、前年度に比べ

千円（ ）増加している。法人町民税は 千円で、前年度に

比べ 千円（ ）減少している。これは、民間需要の低迷が主な要因と

なっている。

また、町税の ％を占める固定資産税の収入済額は 千円で、

前年度に比べ 千円（ ）増加している。これは、家屋の新築増が主

な要因となっている。

町税の収入済額の歳入総額に占める割合は ％で、前年度に比べ ポ

イント減少している。
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年度別収入未済額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％

 

２款 地方譲与税

地方譲与税の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

 
（収入済額内訳） 単位：千円・％  

年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

３款 利子割交付金

利子割交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

減少している。

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 対前年度比率

個 人 町 民 税

法 人 町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

町 た ば こ 税 ‐

入 湯 税

都 市 計 画 税

合 計
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単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

４款 配当割交付金

配当割交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 円（ ）

増加している。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

５款 株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ

千円（ ）増加している。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

- 17 - 

年度別収入未済額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％

 

２款 地方譲与税

地方譲与税の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

 
（収入済額内訳） 単位：千円・％  

年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

３款 利子割交付金

利子割交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

減少している。

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 対前年度比率

個 人 町 民 税

法 人 町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

町 た ば こ 税 ‐

入 湯 税

都 市 計 画 税

合 計
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６款 法人事業税交付金

法人事業税交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

７款 地方消費税交付金

地方消費税交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千

円（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

８款 ゴルフ場利用税交付金

ゴルフ場利用税交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐
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９款 自動車取得税交付金

自動車取得税交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ皆増となって

いる。

これは、消費税引き上げに伴い、「環境性能割交付金制度」が導入されたこ

とにより自動車取得税は廃止されているが、自動車メーカーの排出ガス・燃費

性能試験の不正により自動車取得税が追加徴収されたためである。

単位：千円・％

１０款 環境性能割交付金

環境性能割交付金の収入済額は、 千円で、前年に比べ 千円

（ ）増加している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

１１款 地方特例交付金

地方特例交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 皆増

収 入 済 額 皆増

対予算収入率 ‐ ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐ ‐
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６款 法人事業税交付金

法人事業税交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

７款 地方消費税交付金

地方消費税交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千

円（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

８款 ゴルフ場利用税交付金

ゴルフ場利用税交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐
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１２款 地方交付税

地方交付税の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。

単位：千円・％

１３款 交通安全対策特別交付金 
交通安全対策特別交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千

円（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

１４款 分担金及び負担金

分担金及び負担金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

不納欠損額・収入未済額は、民生費負担金（保育園保育料等）である。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額 △

収 入 済 額 △

不 納 欠 損 額 △

収入未済額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐
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１５款 使用料及び手数料 
使用料及び手数料の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

収入未済額は、土木使用料（町営住宅使用料）である。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額 △

収 入 済 額 △

不 納 欠 損 額 ‐

収入未済額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

 
（収入済額内訳） 単位：千円・％  

年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

使 用 料 △

手 数 料 △

１６款 国庫支出金

国庫支出金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

これは、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などが増となったもの

の、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業費補助金や価格高騰緊

急支援給付金事業費補助金の減などによるものである。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐
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１２款 地方交付税

地方交付税の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。

単位：千円・％

１３款 交通安全対策特別交付金 
交通安全対策特別交付金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千

円（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

１４款 分担金及び負担金

分担金及び負担金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

不納欠損額・収入未済額は、民生費負担金（保育園保育料等）である。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額 △

収 入 済 額 △

不 納 欠 損 額 △

収入未済額 △

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐
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（収入済額内訳） 単位：千円・％  
年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

国 庫 負 担 金 △

国 庫 補 助 金 △

国 庫 委 託 金 △

１７款 県支出金

県支出金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）増加している。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

（収入済額内訳） 単位：千円・％

年度

項別 
令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

県 負 担 金

県 補 助 金 △

県 委 託 金

１８款 財産収入

財産収入の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額  △

調 定 額  △

収 入 済 額  △

対予算収入率  ‐ ‐

対調定収入率  ‐ ‐
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（収入済額内訳） 単位：千円・％

年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

財産運用収入 △

財産売払収入 △

１９款 寄附金

寄附金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加

している。ふるさと納税寄附金は 千円であった。

収入済額の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％

２０款 繰入金

繰入金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。

これは、竹原グラウンド駐車場用地購入などの各種事業の財源とした財政調

整基金繰入金の増などによるものである。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額  
調 定 額  
収 入 済 額  
対予算収入率  ‐ ‐

対調定収入率  ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐
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（収入済額内訳） 単位：千円・％  
年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

国 庫 負 担 金 △

国 庫 補 助 金 △

国 庫 委 託 金 △

１７款 県支出金

県支出金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）増加している。

単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

（収入済額内訳） 単位：千円・％

年度

項別 
令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

県 負 担 金

県 補 助 金 △

県 委 託 金

１８款 財産収入

財産収入の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

減少している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額  △

調 定 額  △

収 入 済 額  △

対予算収入率  ‐ ‐

対調定収入率  ‐ ‐
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（収入済額内訳） 単位：千円・％

年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

特別会計繰入金

基 金 繰 入 金

基金繰入金は、財政調整基金繰入金ほか５基金への繰入金である。

２１款 繰越金

繰越金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

２２款 諸収入

諸収入の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。

不納欠損額は学校給食等納付金で、収入未済額は過年度障害者自立支援給付

費返還金及び移住・就業支援事業費補助金返還金である。

単位：千円・％

注 収入済額には、還付未済額を含む。

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

不 納 欠 損 額 皆増

収入未済額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐
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（収入済額内訳） 単位：千円・％

２３款 町債

町債の収入済額は、 千円で前年度に比べ 千円（ ）減少

している。

主なものは、健康公園施設整備事業、鮎壺公園整備事業等によるものであ

る。

単位 千円・％

年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

延滞金、加算金

及 び 過 料
△

貸付金元利収入

雑 入

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額 △

収 入 済 額 △

対予算収入率 ‐ ‐ 
対調定収入率 ‐ ‐ 
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（収入済額内訳） 単位：千円・％

年度

項別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

特別会計繰入金

基 金 繰 入 金

基金繰入金は、財政調整基金繰入金ほか５基金への繰入金である。

２１款 繰越金

繰越金の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐

２２款 諸収入

諸収入の収入済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。

不納欠損額は学校給食等納付金で、収入未済額は過年度障害者自立支援給付

費返還金及び移住・就業支援事業費補助金返還金である。

単位：千円・％

注 収入済額には、還付未済額を含む。

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

不 納 欠 損 額 皆増

収入未済額

対予算収入率 ‐ ‐

対調定収入率 ‐ ‐
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３ 歳出

本年度の歳出決算の状況は、予算現額 千円、支出済額

千円、翌年度繰越額 千円、不用額 千円となって

いる。支出済額を前年度と比較すると、 千円（ ）増加している。

歳出予算現額に対する執行率は ％で、前年度に比べ ポイント増加

している。

款別歳出決算状況

単位：千円・％

支出済額を款別に前年度と比較すると、大きく増加しているものは、教育費

千円（ ）及び土木費 千円（ ）で、減少している

のは衛生費 千円（ ）である。

教育費は、竹原グラウンド駐車場用地購入や小学校のバリアフリー化改修工

事の実施などが主な要因で、土木費は、下土狩駅駅前広場整備事業や鮎壺公園

交流施設新築工事の実施が主な要因である。

このほか、衛生費の減は、パークゴルフ場の整備が完了したことなどが主な

要因である。

一方、歳出決算額を性質別に見ると、義務的経費は 千円（構成比

）で、前年度に比べ 千円（ ）増加している。人件費は

千円（ ％）、扶助費は 千円（ ）増加した。

人件費は、保育園等の特別支援に係る加配保育士の増などが主な要因である。

扶助費は、障害児通所給付事業費や民間保育所運営費扶助費の増が主な要因で

ある。

款 別
令和５年度 令和４年度 前年度比較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 比率

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費 △

労 働 費

農 林 水 産 業 費 △

商 工 費 △

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費 ‐ △ 皆減

公 債 費 △

諸 支 出 金

予 備 費 ‐ ‐ ‐

合 計
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投資的経費は 千円（構成比 ）で、前年度に比べ

千円（ ）増加している。投資的経費のうち、普通建設事業費は、パーク

ゴルフ場の整備が終了したことにより減となった一方、竹原グラウンド駐車

場用地購入や下土狩駅駅前広場整備事業の増などが主な要因である。

その他の経費は 千円（構成比 ）で、前年度に比べ

千円（ ）増加している。その他の経費のうち、物件費は、仮想化基盤構築

業務や次期ネットワーク基盤構築業務の実施などにより、前年度に比べ増とな

った。補助費等は、緊急経済対策プレミアム付き商品券事業の完了などに伴う

減などにより、前年度に比べ減となっている。

歳出決算額の性質別経費の区分は、次表のとおりである。

単位：千円・％  

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 比率

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費 △

投 資 的 経 費

普通建設事業費

うち補助事業費

うち単独事業費等 △

災害復旧事業費 ‐ △ 皆減

そ の 他 の 経 費

物 件 費

維持補修費 △

補 助 費 等 △

積 立 金 △

投資・出資・貸付金 ‐ ‐ ‐

繰 出 金

歳 出 合 計
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３ 歳出

本年度の歳出決算の状況は、予算現額 千円、支出済額

千円、翌年度繰越額 千円、不用額 千円となって

いる。支出済額を前年度と比較すると、 千円（ ）増加している。

歳出予算現額に対する執行率は ％で、前年度に比べ ポイント増加

している。

款別歳出決算状況

単位：千円・％

支出済額を款別に前年度と比較すると、大きく増加しているものは、教育費

千円（ ）及び土木費 千円（ ）で、減少している

のは衛生費 千円（ ）である。

教育費は、竹原グラウンド駐車場用地購入や小学校のバリアフリー化改修工

事の実施などが主な要因で、土木費は、下土狩駅駅前広場整備事業や鮎壺公園

交流施設新築工事の実施が主な要因である。

このほか、衛生費の減は、パークゴルフ場の整備が完了したことなどが主な

要因である。

一方、歳出決算額を性質別に見ると、義務的経費は 千円（構成比

）で、前年度に比べ 千円（ ）増加している。人件費は

千円（ ％）、扶助費は 千円（ ）増加した。

人件費は、保育園等の特別支援に係る加配保育士の増などが主な要因である。

扶助費は、障害児通所給付事業費や民間保育所運営費扶助費の増が主な要因で

ある。

款 別
令和５年度 令和４年度 前年度比較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 比率

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費 △

労 働 費

農 林 水 産 業 費 △

商 工 費 △

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費 ‐ △ 皆減

公 債 費 △

諸 支 出 金

予 備 費 ‐ ‐ ‐

合 計
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本年度歳出予算の経費のうち、年度内に支出の終わらなかった事業で、翌年

度に繰越した主なものは、次表のとおりである。

単位：千円

款 項 事業名 翌年度繰越額

２ 総務費

３ 戸籍住民基本台帳費

戸籍システム改修事業

住民基本台帳システム改修事業

コンビニ交付システム改修事業

８ 防災費 富士山火山避難計画策定事業

３ 民生費 １ 社会福祉費

住民税均等割のみ課税世帯給付金事業

低所得世帯こども加算給付金事業

４ 衛生費 １ 保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種事業

８ 土木費

２ 道路橋梁費 北部地域幹線道路事業

４ 都市計画費 都市計画道路高田上土狩線事業

計
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款別支出の状況

１款 議会費

議会費の支出済額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。予算現額に対する執行率は で前年度に比べ ポイント増

加している。支出済額の主なものは、議員報酬等の人件費のほか、本会議及び

各委員会等運営経費である。

単位：千円･％

主なものは、人件費である議員報酬等 千円のほか、議会活動費であ

る本会議及び各委員会等運営経費 千円である。 
 
 
２款 総務費

総務費の支出済額は、 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）増加している。予算現額に対する執行率は で前年度に比べ

ポイント増加している。

翌年度繰越額 千円は戸籍住民基本台帳費の戸籍システム改修事業

千円、住民基本台帳システム改修事業 千円、コンビニ交付シス

テム改修事業 千円及び防災費の富士山火山避難計画策定事業 千円

である。

単位：千円･％  

 
 
 
 
 
 

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ）

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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本年度歳出予算の経費のうち、年度内に支出の終わらなかった事業で、翌年

度に繰越した主なものは、次表のとおりである。

単位：千円

款 項 事業名 翌年度繰越額

２ 総務費

３ 戸籍住民基本台帳費

戸籍システム改修事業

住民基本台帳システム改修事業

コンビニ交付システム改修事業

８ 防災費 富士山火山避難計画策定事業

３ 民生費 １ 社会福祉費

住民税均等割のみ課税世帯給付金事業

低所得世帯こども加算給付金事業

４ 衛生費 １ 保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種事業

８ 土木費

２ 道路橋梁費 北部地域幹線道路事業

４ 都市計画費 都市計画道路高田上土狩線事業

計
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（支出済額内訳） 単位：千円･％

 

総務費の支出済額を項目別にみると、総務管理費は 千円で、前

年度に比べ 千円（ ）増加している。主なものは、一般管理費

人件費 千円のほか、情報システム等管理費 千円である。

徴税費は、 千円で前年度に比べ 千円（ ）増加してい

る。主な要因は過年度分税還付及び加算金の増額等によるものである。

戸籍住民基本台帳費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円

（ ）減少している。これは戸籍システム費の減が主な要因である。

３款 民生費

民生費の支出済額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。予算現額に対する執行率は で前年度に比べ ポイント

減少している。

翌年度繰越額 千円は社会福祉費の住民税均等割のみ課税世帯給付

金事業 千円、低所得世帯こども加算給付金事業 千円である。

単位：千円･％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

総 務 管 理 費

徴 税 費

戸籍住民基本台帳費 △

選 挙 費 △

統 計 調 査 費

監 査 委 員 費 △

交 通 費

防 災 費 △

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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（支出済額内訳） 単位：千円･％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

国民年金事務取扱費 △

災 害 救 助 費 ‐

民生費の支出済額を項目別にみると、社会福祉費は 千円で前年度に

比べ 千円（ ）増加している。

児童福祉費は 千円で前年度に比べ 千円（ ）増加してい

る。

４款 衛生費

衛生費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

減少している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ ポイ

ント増加している。

翌年度繰越額 千円は保健衛生費の新型コロナウイルスワクチン接種

事業である。

単位：千円･％

（支出済額内訳） 単位：千円･％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

保 健 衛 生 費 △

健康づくり推進費 △

清 掃 費

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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（支出済額内訳） 単位：千円･％

 

総務費の支出済額を項目別にみると、総務管理費は 千円で、前

年度に比べ 千円（ ）増加している。主なものは、一般管理費

人件費 千円のほか、情報システム等管理費 千円である。

徴税費は、 千円で前年度に比べ 千円（ ）増加してい

る。主な要因は過年度分税還付及び加算金の増額等によるものである。

戸籍住民基本台帳費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円

（ ）減少している。これは戸籍システム費の減が主な要因である。

３款 民生費

民生費の支出済額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。予算現額に対する執行率は で前年度に比べ ポイント

減少している。

翌年度繰越額 千円は社会福祉費の住民税均等割のみ課税世帯給付

金事業 千円、低所得世帯こども加算給付金事業 千円である。

単位：千円･％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

総 務 管 理 費

徴 税 費

戸籍住民基本台帳費 △

選 挙 費 △

統 計 調 査 費

監 査 委 員 費 △

交 通 費

防 災 費 △

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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衛生費の支出済額を項別に見ると、保健衛生費の支出済額は 千円で、

前年度に比べ  千円（ ）減少している。これは主に、新型コロナウイ

ルスワクチン予防接種費が減少したことなどによるものである。

健康づくり推進費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円

（ ）減少している。これはパークゴルフ場整備の完了に伴う減が主な要因

である。

５款 労働費

労働費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。これは、勤労者資金利子補給費（補助金）が増額していること

が主な要因である。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ

ポイント増加している。

単位：千円･％

６款 農林水産業費

農林水産業費の支出済額は 千円で、前年度に比べて 千

円（ ）減少している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比

べ ポイント増加している。

単位：千円･％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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（支出済額内訳） 単位：千円･％  

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

農 業 費 △

林 業 費

国 土 調 査 費

農林水産業費の支出済額を項別に見ると、農業費の支出済額は 千円で、

前年度に比べ  千円（ ）減少している。

林業費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円 増加して

いる。

国土調査費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円

増加している。地籍調査事業費の増が主な要因である。

７款 商工費

商工費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

減少している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ ポイン

ト増加している。

商工費の支出済額の減少は、緊急経済対策プレミアム付き商品券事業の完

了に伴う減が主な要因である。

単位：千円･％

８款 土木費

土木費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）増加している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ

ポイント減少している。

翌年度繰越額 千円は、北部地域幹線道路事業 千円（道路橋

梁費）、都市計画道路高田上土狩線事業 千円（都市計画費）である。

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐
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衛生費の支出済額を項別に見ると、保健衛生費の支出済額は 千円で、

前年度に比べ  千円（ ）減少している。これは主に、新型コロナウイ

ルスワクチン予防接種費が減少したことなどによるものである。

健康づくり推進費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円

（ ）減少している。これはパークゴルフ場整備の完了に伴う減が主な要因

である。

５款 労働費

労働費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。これは、勤労者資金利子補給費（補助金）が増額していること

が主な要因である。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ

ポイント増加している。

単位：千円･％

６款 農林水産業費

農林水産業費の支出済額は 千円で、前年度に比べて 千

円（ ）減少している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比

べ ポイント増加している。

単位：千円･％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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単位：千円･％

（支出済額内訳） 単位：千円･％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

土 木 管 理 費

道 路 橋 梁 費 △

河 川 費

都 市 計 画 費

住 宅 費 △

土木費の支出済額を項別に見ると、土木管理費の支出済額は 千円で、

前年度に比べ 千円（ ）増加している。

道路橋梁費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

減少している。

河川費の支出済額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。これは主に、河川等改修事業費の増によるものである。

都市計画費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）増加している。下土狩駅駅前広場や鮎壺公園整備事業費の増が主な

要因である。

住宅費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）減

少している。これは町営住宅維持補修費や修繕基金積立費の減が主な要因であ

る。

９款 消防費

消防費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ ポイント

減少している。

消防費の増は、富士山南東消防組合負担金や消防団員報酬の増が主な要因

である。

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ）

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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単位：千円･％

１０款 教育費
 

教育費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ ポイン

ト減少している。

単位：千円･％

（支出済額内訳） 単位：千円･％

 

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

教 育 総 務 費

小 学 校 費

中 学 校 費

幼 稚 園 費

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費
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単位：千円･％

（支出済額内訳） 単位：千円･％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

土 木 管 理 費

道 路 橋 梁 費 △

河 川 費

都 市 計 画 費

住 宅 費 △

土木費の支出済額を項別に見ると、土木管理費の支出済額は 千円で、

前年度に比べ 千円（ ）増加している。

道路橋梁費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

減少している。

河川費の支出済額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）

増加している。これは主に、河川等改修事業費の増によるものである。

都市計画費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）増加している。下土狩駅駅前広場や鮎壺公園整備事業費の増が主な

要因である。

住宅費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）減

少している。これは町営住宅維持補修費や修繕基金積立費の減が主な要因であ

る。

９款 消防費

消防費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増

加している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ ポイント

減少している。

消防費の増は、富士山南東消防組合負担金や消防団員報酬の増が主な要因

である。

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ）

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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教育費の支出済額を項別に見ると、教育総務費の支出済額は 千円

で、前年度に比べ  千円（ ）増加している。

小学校費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）

増加している。これは主に、小学校施設整備費の増が主な要因である。

中学校費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）

増加している。

幼稚園費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）

増加している。これは主に、施設整備費の増が主な要因である。

社会教育費の支出総額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）

増加している。これは、主にコミュニティながいずみ管理費及び文化センタ

ー運営費の施設整備費の増が主な要因である。

保健体育費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円

（ ）増加している。これはグラウンド費の竹原グラウンド駐車場用地

購入による施設整備費の増が主な要因である。

１１款 災害復旧費

災害復旧費の支出は無く、前年度に比べ 千円の皆減となっている。

これは、令和３年７月豪雨により農林施設及び公共土木施設が被害を受けたた

め令和３年度からの繰越し事業として実施した災害復旧工事が終了したためであ

る。

単位：千円･％

１２款 公債費

公債費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）減

少している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ ポイン

ト減少している。

 

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △ 皆減

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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単位：千円･％

令和５年度の元金償還は 千円、利子償還は 千円である。

なお、令和５年度中の借入は、 件、 千円で令和５年度末町債現在

高は 千円となった。

令和５年度一般会計の資金収支は、健全であったため一時借入は行わなかっ

た。

１３款 諸支出金

諸支出金の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加し

ている。予算現額に対する執行率は前年度同様 であった。公共施設の機

能を保全し、長寿命化を図るための整備、改修等に要する経費の財源として、

長泉町公共施設長寿命化基金に積み立てを行った。

令和５年度末基金残高は、 千円となった。

単位：千円･％

（支出済額内訳） 単位：千円･％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） ‐

執 行 率 （ ） ‐ ‐

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

基 金 費
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教育費の支出済額を項別に見ると、教育総務費の支出済額は 千円

で、前年度に比べ  千円（ ）増加している。

小学校費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）

増加している。これは主に、小学校施設整備費の増が主な要因である。

中学校費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）

増加している。

幼稚園費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）

増加している。これは主に、施設整備費の増が主な要因である。

社会教育費の支出総額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）

増加している。これは、主にコミュニティながいずみ管理費及び文化センタ

ー運営費の施設整備費の増が主な要因である。

保健体育費の支出済額は 千円で前年度に比べ 千円

（ ）増加している。これはグラウンド費の竹原グラウンド駐車場用地

購入による施設整備費の増が主な要因である。

１１款 災害復旧費

災害復旧費の支出は無く、前年度に比べ 千円の皆減となっている。

これは、令和３年７月豪雨により農林施設及び公共土木施設が被害を受けたた

め令和３年度からの繰越し事業として実施した災害復旧工事が終了したためであ

る。

単位：千円･％

１２款 公債費

公債費の支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）減

少している。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ ポイン

ト減少している。

 

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △ 皆減

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） △

執 行 率 （ ） ‐ ‐
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１４款 予備費

予備費は、予算額  千円（当初 千円、補正△ 千円）で、

充用は 千円であった。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 額

充 用 額 △

不 用 額
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特 別 会 計

 

１４款 予備費

予備費は、予算額  千円（当初 千円、補正△ 千円）で、

充用は 千円であった。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 額

充 用 額 △

不 用 額
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特 別 会 計

１ 決算状況

（１）決算額の状況

本年度の国民健康保険事業特別会計外３会計の決算額の状況は、次表の

とおりである。
 

単位：千円・％

国民健康保険事業特別会計外３会計の決算額の総計は、歳入 千円、

歳出 千円で、歳入歳出差引額は 千円となっている。

前年度と比較すると、歳入は 千円 ％ の増加、歳出は 千円

（ ）の減少、歳入歳出差引額は 千円（ ）増加している。

予算現額に対する決算額の割合は、歳入 、歳出 で、前年度に比べ

歳入は ポイント減少し、歳出も ポイント減少している。

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 対予算 金 額 対予算 増減額 比率

国民健康

保険事業

予 算 現 額 △

歳 入 決 算 額 △

歳 出 決 算 額 △

歳入歳出差引額 ‐ ‐

後期高齢者

医 療

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 ‐ ‐ △

介護保険

事 業

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 ‐ ‐

土地取得

事 業

予 算 現 額 △

歳 入 決 算 額 △

歳 出 決 算 額 △

歳入歳出差引額 ‐ ‐ ‐

合 計

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額 △

歳入歳出差引額 ‐ ‐
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（２）決算収支の状況

本年度の国民健康保険事業特別会計外３会計の決算収支の状況は、次表

のとおりである。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 
前年度比較 

増減額 比率 

形 式 収 支

歳入歳出差引額

国民健康保険事業  

後 期 高 齢 者 医 療 △

介  護  保  険  事 業 

土  地  取  得  事 業 ‐

合 計 

翌年度繰越財源

国民健康保険事業  ‐

後 期 高 齢 者 医 療 ‐

介  護  保  険  事 業 ‐

土  地  取  得  事 業 ‐

合 計 ‐

実 質 収 支

国民健康保険事業  

後 期 高 齢 者 医 療 △

介  護  保  険  事 業 

土  地  取  得  事 業 ‐

合 計 

単 年 度 収 支

国民健康保険事業  △ △

後 期 高 齢 者 医 療 △ △ △

介  護  保  険  事 業 

土  地  取  得  事 業 ‐

合 計 △

国民健康保険事業特別会計外３会計の形式収支は 千円で、前年度に

比べ、 千円（ ）増加している。

この形式収支から翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質収支は 千

円の黒字で、これから前年度の実質収支 千円を控除した単年度収支は、

 千円の黒字となっている。

単年度収支を各会計別に見ると、国民健康保険事業は 千円の黒字、

後期高齢者医療は 千円の赤字、介護保険事業は 千円の黒字、土

地取得事業は収支均衡となっている。
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２ 国民健康保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計の決算額は、歳入 千円に対し、歳出

千円で、歳入歳出差引額（形式収支） 千円は、翌年度へ繰越

されている。

前年度に比べると、歳入は 千円（ ）減少、歳出は 千円

（ ）減少している。

単位：千円・％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 対予算 金 額 対予算 増減額 比率

予 算 現 額 △

歳 入 決 算 額 △

歳 出 決 算 額 △

歳入歳出差引額 ‐ ‐

（１）歳入

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額  △

調 定 額  △

収 入 済 額  △

不納欠損額  △

収入未済額  △

対予算収入率  ‐ ‐

対調定収入率  ‐ ‐
 

注 収入済額には、還付未済額を含む。

収入済額は 千円で、前年度と比べ 千円（ ）減少して

いる。調定額に対する収入率は で、前年度と比べると  ポイント増加

している。

不納欠損額は、 千円で前年度に比べ 千円（ ）減少している。

収入未済額は 千円で、前年度と比べると 千円（ ）減少し

ている。

被保険者の保険税負担の公平性を欠くことのないよう、引き続き縮減に努め

られたい。

- 41 -

（２）決算収支の状況

本年度の国民健康保険事業特別会計外３会計の決算収支の状況は、次表

のとおりである。

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 
前年度比較 

増減額 比率 

形 式 収 支

歳入歳出差引額

国民健康保険事業  

後 期 高 齢 者 医 療 △

介  護  保  険  事 業 

土  地  取  得  事 業 ‐

合 計 

翌年度繰越財源

国民健康保険事業  ‐

後 期 高 齢 者 医 療 ‐

介  護  保  険  事 業 ‐

土  地  取  得  事 業 ‐

合 計 ‐

実 質 収 支

国民健康保険事業  

後 期 高 齢 者 医 療 △

介  護  保  険  事 業 

土  地  取  得  事 業 ‐

合 計 

単 年 度 収 支

国民健康保険事業  △ △

後 期 高 齢 者 医 療 △ △ △

介  護  保  険  事 業 

土  地  取  得  事 業 ‐

合 計 △

国民健康保険事業特別会計外３会計の形式収支は 千円で、前年度に

比べ、 千円（ ）増加している。

この形式収支から翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質収支は 千

円の黒字で、これから前年度の実質収支 千円を控除した単年度収支は、

 千円の黒字となっている。

単年度収支を各会計別に見ると、国民健康保険事業は 千円の黒字、

後期高齢者医療は 千円の赤字、介護保険事業は 千円の黒字、土

地取得事業は収支均衡となっている。
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（収入済額内訳） 単位：千円・％  

収入済額の主なものは、県支出金 千円（構成比 ）、国民健

康保険税 千円（構成比 ）である。

収入未済額（保険税） 単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分 △

国民健康保険税の収入未済額内訳は、現年課税分 千円、滞納繰越分

千円で、前年度に比べ現年課税分は、 千円（ ）減少し、滞納繰

越分も、 千円（ ）減少している。

年度

款別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

国民健康保険税

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金 △

県 支 出 金 △

財 産 収 入 △

繰 入 金 △

繰 越 金 △

諸 収 入

合 計 △
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（２）歳出

単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐

（支出済額内訳） （単位：千円・％  
 

年度

款別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

総 務 費 △

保 険 給 付 費 △

国民健康保険事業費納付金 △

共 同 事 業 拠 出 金 ‐

保 健 事 業 費 △

基 金 積 立 金 △

諸 支 出 金

予 備 費 ‐ ‐ ‐

合 計 △

支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）減少して

いる。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べ ポイント減少して

いる。

支払済額の主なものは、保険給付費 千円（構成比 ）で、前年

度に比べ 千円（ ポイント）減少している。
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（収入済額内訳） 単位：千円・％  

収入済額の主なものは、県支出金 千円（構成比 ）、国民健

康保険税 千円（構成比 ）である。

収入未済額（保険税） 単位：千円・％  

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

現 年 課 税 分 △

滞 納 繰 越 分 △

国民健康保険税の収入未済額内訳は、現年課税分 千円、滞納繰越分

千円で、前年度に比べ現年課税分は、 千円（ ）減少し、滞納繰

越分も、 千円（ ）減少している。

年度

款別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

国民健康保険税

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金 △

県 支 出 金 △

財 産 収 入 △

繰 入 金 △

繰 越 金 △

諸 収 入

合 計 △
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３ 後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療特別会計の決算額は、歳入 千円に対し、歳出

千円で、歳入歳出差引額（形式収支） 千円は、翌年度へ繰越され

ている。

前年度に比べると、歳入は 千円（ ）増加し、歳出も 千円

（ ）増加している。

単位：千円・％

（１）歳入 
単位：千円・％

注 収入済額には、還付未済額を含む。

収入済額は 千円で、前年度と比べ 千円（ ）増加している。

調定額に対する収入率は で、前年度と同率である。

不納欠損額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）増加している。

収入未済額は、 千円で前年度に比べ 千円（ ）減少している。

被保険者の保険料負担の公平性を欠くことのないよう引き続き縮減に努められたい。

 
 
 
 
 
 
 
 

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 対予算 金 額 対予算 増減額 比率

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 ‐ ‐ △

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額  
調 定 額  

収 入 済 額  

不納欠損額  
収入未済額  △

対予算収入率  ‐ ‐

対調定収入率  ‐ ‐
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（収入済額内訳） 単位：千円・％
 

年度

款別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

後期高齢者医療保険料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

合 計

収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料 千円（構成比 ）

で前年度と比べて 千円（ ）増加している。繰入金は 千円（構

成比 ）で前年度と比べて 千円（ ）増加している。

（２）歳出 
単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐

（支出済額内訳） 単位：千円・％
 

年度

款別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

総 務 費

後 期 高 齢 者 医 療

広 域 連 合 納 付 金

諸 支 出 金

予 備 費 ‐ ‐ ‐

合 計

支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加してい

る。予算現額に対する執行率は で、前年度と比べると ポイント減

少している。支出済額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金

千円（構成比 ）で、前年度に比べ 千円（ ）増加している。
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３ 後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療特別会計の決算額は、歳入 千円に対し、歳出

千円で、歳入歳出差引額（形式収支） 千円は、翌年度へ繰越され

ている。

前年度に比べると、歳入は 千円（ ）増加し、歳出も 千円

（ ）増加している。

単位：千円・％

（１）歳入 
単位：千円・％

注 収入済額には、還付未済額を含む。

収入済額は 千円で、前年度と比べ 千円（ ）増加している。

調定額に対する収入率は で、前年度と同率である。

不納欠損額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）増加している。

収入未済額は、 千円で前年度に比べ 千円（ ）減少している。

被保険者の保険料負担の公平性を欠くことのないよう引き続き縮減に努められたい。

 
 
 
 
 
 
 
 

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 対予算 金 額 対予算 増減額 比率

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 ‐ ‐ △

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額  
調 定 額  

収 入 済 額  

不納欠損額  
収入未済額  △

対予算収入率  ‐ ‐

対調定収入率  ‐ ‐
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４ 介護保険事業特別会計

介護保険事業特別会計の決算額は、歳入 千円に対し、歳出

千円で、歳入歳出差引額（形式収支） 千円は、翌年度へ繰越

されている。

前年度に比べると、歳入は 千円（ ）増加し、歳出も 千円

（ ）増加している。

単位：千円・％

（１）歳入

単位：千円・％

注 収入済額には、還付未済額を含む。

収入済額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加し

ている。調定額に対する収入率は ％で、前年度と同率となっている。

不納欠損額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）減少している。

収入未済額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）増加している。

必要な介護サービスを提供するとともに被保険者の保険料負担の公平性を欠

くことのないよう引き続き縮減に努められたい。

 
 
 
 

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 対予算 金 額 対予算 増減額 比率

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額  
調 定 額  

収 入 済 額  

不納欠損額  △

収入未済額  

対予算収入率  ‐ ‐

対調定収入率  ‐ ‐
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（収入済額内訳） 単位：千円・％

収入済額の主なものは、支払基金交付金 千円（構成比 ）、繰入

金 千円（構成比 ）、国庫支出金 千円（構成比 ）、

介護保険料 千円（構成比 ）である。

前年度と比較すると支払基金交付金は 千円（ ）、繰入金は

千円（ ）、国庫支出金は 千円（ ）、保険料は 千円（ ）

それぞれ増加している。

（２）歳出 
単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ）

支 出 済 額 （ ）

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ）

執 行 率 （ ） ‐ ‐

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度

款別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 比率

保 険 料

国 庫 支 出 金

支払基金交付金

県 支 出 金

財 産 収 入 △

寄 附 金 ‐ ‐ ‐

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入 △

合 計
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４ 介護保険事業特別会計

介護保険事業特別会計の決算額は、歳入 千円に対し、歳出

千円で、歳入歳出差引額（形式収支） 千円は、翌年度へ繰越

されている。

前年度に比べると、歳入は 千円（ ）増加し、歳出も 千円

（ ）増加している。

単位：千円・％

（１）歳入

単位：千円・％

注 収入済額には、還付未済額を含む。

収入済額は、 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加し

ている。調定額に対する収入率は ％で、前年度と同率となっている。

不納欠損額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）減少している。

収入未済額は 千円で前年度に比べ 千円（ ）増加している。

必要な介護サービスを提供するとともに被保険者の保険料負担の公平性を欠

くことのないよう引き続き縮減に努められたい。

 
 
 
 

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金 額 対予算 金 額 対予算 増減額 比率

予 算 現 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引額 ‐ ‐

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額  
調 定 額  

収 入 済 額  

不納欠損額  △

収入未済額  

対予算収入率  ‐ ‐

対調定収入率  ‐ ‐
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（支出済額内訳） 単位：千円・％
 

年度

款別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

総 務 費 △

保 険 給 付 費

地域支援事業費

基 金 積 立 金 △

諸 支 出 金

予 備 費 ‐ ‐ ‐

合 計

支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加し

ている。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べて ポイント減

少している。

支出済額の主なものは、保険給付費 千円（構成比 ）で、前

年度に比べて 千円（ ）増加している。

なお、財政基盤の安定化に資するため 千円を介護給付費準備基金に積み

立てた。
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５ 土地取得事業特別会計

本年度の土地取得事業特別会計の決算額は、歳入・歳出ともに同額の 千円

となっている。

決算状況は、次表のとおりである。

（１）歳入 
単位：千円・％

 
 

（２）歳出 
単位：千円・％  

収入済額、支出済額ともに同額の 千円で、前年度に比べ収入済額、

支出済額ともに 千円（ ）の減少となっている。
 
 
 

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 △

調 定 額 △

収 入 済 額 △

不納欠損額 ‐

収入未済額 ‐

対予算収入率

対調定収入率

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 比率

予 算 現 額 （ ） △

支 出 済 額 （ ） △

翌年度繰越額 （ ） ‐

不 用 額（ ‐ ‐ ） ‐

執 行 率（ ） ‐

- 49 - 

（支出済額内訳） 単位：千円・％
 

年度

款別

令和５年度 令和４年度 前年度比較

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 比率

総 務 費 △

保 険 給 付 費

地域支援事業費

基 金 積 立 金 △

諸 支 出 金

予 備 費 ‐ ‐ ‐

合 計

支出済額は 千円で、前年度に比べ 千円（ ）増加し

ている。予算現額に対する執行率は で、前年度に比べて ポイント減

少している。

支出済額の主なものは、保険給付費 千円（構成比 ）で、前

年度に比べて 千円（ ）増加している。

なお、財政基盤の安定化に資するため 千円を介護給付費準備基金に積み

立てた。
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財産に関する調書
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財産に関する調書

１ 公有財産

本年度の土地、建物、山林及び出資による権利の増減とその期末現在高は、

次表のとおりである。

単位：㎡・㎥・千円

（１）土地

前年度末と比べ、行政財産が ㎡増加しており、主なものは上土

狩児童公園の用地取得によるものである。

（２）建物

前年度末と比べ、行政財産が ㎡増加しており、主なものは無縁納骨堂

の整備によるものである。

（３）山林

増減はなく、前年度と同様である。

（４）出資による権利

増減はなく、前年度と同様である。

２ 物品

本年度における重要物品（取得価格又は評価額 万円以上）の状況は、次

表のとおりである。

単位：点

重要物品は前年から、２点増加し、１点減少している。

分 類 区 分
前年度末

現 在 高

年 度 中

増 減 高

令和５年度末

現 在 高

土 地 本庁舎その他

建 物 本庁舎その他

山 林
立 木 の

推定蓄積量

出資による権利 出資金その他

区 分 前年度末現在高 年度中増減高 令和５年度末現在高

重要物品
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３ 債権

本年度における債権の状況は、次表のとおりである。

単位：千円

４ 基金

本年度における基金の積立の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％

区 分
前年度末

現 在 高

年 度 中

増 減 高

令和５年度末

現 在 高

勤労者住宅建設資金貸付金 △

勤労者教育資金貸付金 △

長泉町商工会経営支援資金貸付金 △

計 △

区 分
前年度末

現 在 高

年 度 中

増 減 高

令和５年度末

現 在 高

前年度

比 率

財 政 調 整 基 金 △

減 債 基 金

美 術 品 購 入 基 金

国 際 交 流 基 金 △

地 域 福 祉 基 金 △

衛 生 施 設 建 設 基 金

ふ る さ と 水 と 土 基 金 △

町 営 住 宅 修 繕 基 金

育 英 資 金 給 付 基 金 △

スポーツ施設整備基金

収 入 印 紙 等 購 買 基 金

国民健康保険事業基金 △

〃高額医療費資金貸付基金

〃出産費資金貸付基金

介 護 給 付 費 準 備 基 金 △

土 地 開 発 基 金

公共施設長寿命化基金

ふ る さ と 応 援 基 金

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

合 計 △
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本年度末の基金現在高は  千円で、前年度に比べ 千円

％ 減少している。前年度と比較すると、増加している主なものは、公共

施設長寿命化基金 千円（ ％）である。

減少している主なものは、財政調整基金 千円（ ％）、介護給

付費準備基金 千円（ ％）である。
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３ 債権

本年度における債権の状況は、次表のとおりである。

単位：千円

４ 基金

本年度における基金の積立の状況は、次表のとおりである。

単位：千円・％

区 分
前年度末

現 在 高

年 度 中

増 減 高

令和５年度末

現 在 高

勤労者住宅建設資金貸付金 △

勤労者教育資金貸付金 △

長泉町商工会経営支援資金貸付金 △

計 △

区 分
前年度末

現 在 高

年 度 中

増 減 高

令和５年度末

現 在 高

前年度

比 率

財 政 調 整 基 金 △

減 債 基 金

美 術 品 購 入 基 金

国 際 交 流 基 金 △

地 域 福 祉 基 金 △

衛 生 施 設 建 設 基 金

ふ る さ と 水 と 土 基 金 △

町 営 住 宅 修 繕 基 金

育 英 資 金 給 付 基 金 △

スポーツ施設整備基金

収 入 印 紙 等 購 買 基 金

国民健康保険事業基金 △

〃高額医療費資金貸付基金

〃出産費資金貸付基金

介 護 給 付 費 準 備 基 金 △

土 地 開 発 基 金

公共施設長寿命化基金

ふ る さ と 応 援 基 金

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

合 計 △
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基金の運用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

- 54 -





 

令和５年度長泉町基金運用状況審査意見

第１ 審査の対象

令和５年度長泉町国民健康保険高額医療費資金貸付基金運用状況報告書

令和５年度長泉町国民健康保険出産費貸付基金運用状況報告書

令和５年度長泉町土地開発基金運用状況報告書

令和５年度長泉町収入印紙等購買基金運用状況報告書

令和５年度長泉町育英資金給付基金運用状況報告書

第２ 審査の期間・実施場所

令和６年７月２日から令和６ 年７月１９日まで

長泉町監査委員室

第３ 審査の方法

審査にあたっては、長泉町監査基準等に基づき、各基金運用状況報告書に

ついて、関係諸帳簿と照合し、計数を確認するとともに、設置目的に即して

適正かつ効率的に運用されているかについて審査した。

第４ 審査の結果

審査に付された各基金の運用状況報告書の計数は正確であり、運用状況

も適正であると認められた。

基金の概要は、後述のとおりである。
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１ 国民健康保険高額医療費資金貸付基金

国民健康保険高額医療費資金貸付基金は、被保険者が高額な医療費を負

担するときに、見込み額の 割を限度として無利子で資金を貸し付けるこ

とにより、被保険者の福祉の向上に寄与することを目的としている。

この基金は、  千円が原資として運用され、その状況は次表のとおりで

ある。

単位：千円

本年度の貸付実績は 件であった。

２ 国民健康保険出産費貸付基金

国民健康保険出産費貸付基金は、出産に要する費用を支払うための資金

を、出産育児一時金の 割を限度として貸付けることにより、被保険者の

福祉の向上に寄与することを目的として設置されたものである。

この基金は、  千円が原資として運用され、その状況は次表のとおりで

ある。

なお、平成 年 月から医療機関への直接支払制度が実施されている。

単位：千円

本年度の貸付実績は 件であった。

３ 土地開発基金

土地開発基金は、公用又は公共用に供する土地又は公共の利益のために

取得する必要のある土地を先行取得することにより、事業の円滑な執行を

図るために設置されたものである。

 

区 分
令和４年度末

現在高
令和５年度中増減額 令和５年度末

現在高増 加 減 少

現 金

貸 付 金

合 計

区 分
令和４年度末

現在高
令和５年度中増減額 令和５年度末

現在高増 加 減 少

現 金

貸 付 金

合 計
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この基金の運用状況は、次表のとおりである。

単位：千円・㎡  

区 分
令和４年度末

現 在 高

令和５年度中増減額 令和５年度末

現 在 高増 加 減 少

現 金

土 地

貸 付 金 ‐ ‐ ‐ ‐

合 計

土地保有面積 ㎡ ㎡

令和５年度中の増減は、東村公園整備事業用地として先行取得した下土狩

地内の土地（長泉町下土狩 外１筆： ㎡）を令和５年度中に取得

価格で一般会計へ売却したことによるものである。

また、財産運用（定期預金）による利子を基金へ積み立てた。

４ 収入印紙等購買基金

収入印紙等購買基金は、静岡県が徴収する使用料、手数料として使用する

静岡県収入証紙を売りさばくため設置されているものである。

この基金は 千円が原資として運用され、その状況は、次表のとおり

である。

単位：千円

区 分
令和４年度末

現 在 高

令和５年度中増減高 令和５年度末

現 在 高増 加 減 少

現 金

収入証紙

合 計

本年度の収入印紙等購買基金の回転率は であった。

５ 育英資金給付基金

町内在住の学業優良であり、かつ身体が強健でありながら、学資支弁が困

難である町内在住の高校生に対し、奨学金給付を行うための基金である。

令和５年度中の新規給付者は９人で、年度末の総給付者は２６人である。

単位：千円

区 分
令和４年度末
現 在 高

令和５年度中増減額 令和５年度末
現 在 高増 加 減 少

現 金

合 計
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む す び

 

この基金の運用状況は、次表のとおりである。

単位：千円・㎡  

区 分
令和４年度末

現 在 高

令和５年度中増減額 令和５年度末

現 在 高増 加 減 少

現 金

土 地

貸 付 金 ‐ ‐ ‐ ‐

合 計

土地保有面積 ㎡ ㎡

令和５年度中の増減は、東村公園整備事業用地として先行取得した下土狩

地内の土地（長泉町下土狩 外１筆： ㎡）を令和５年度中に取得

価格で一般会計へ売却したことによるものである。

また、財産運用（定期預金）による利子を基金へ積み立てた。

４ 収入印紙等購買基金

収入印紙等購買基金は、静岡県が徴収する使用料、手数料として使用する

静岡県収入証紙を売りさばくため設置されているものである。

この基金は 千円が原資として運用され、その状況は、次表のとおり

である。

単位：千円

区 分
令和４年度末

現 在 高

令和５年度中増減高 令和５年度末

現 在 高増 加 減 少

現 金

収入証紙

合 計

本年度の収入印紙等購買基金の回転率は であった。

５ 育英資金給付基金

町内在住の学業優良であり、かつ身体が強健でありながら、学資支弁が困

難である町内在住の高校生に対し、奨学金給付を行うための基金である。

令和５年度中の新規給付者は９人で、年度末の総給付者は２６人である。

単位：千円

区 分
令和４年度末
現 在 高

令和５年度中増減額 令和５年度末
現 在 高増 加 減 少

現 金

合 計
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む す び

本年度の一般会計・特別会計の総計決算額は、歳入 千円、歳出

千円で、前年度と比較すると、歳入は 千円（ ％）の増

加、歳出も 千円（ ％）の増加となっている。

決算収支では、形式収支は 千円、実質収支は 千円で、いず

れも黒字で、前年度の実績収支を控除した単年度収支は 千円の赤字と

なっている。

地方債の本年度末現在高は、一般会計 千円で、前年度に比べ

千円（ ％）増加している。世代間の負担の公平性の観点も踏まえ、

引き続き計画的な活用を図られるよう望むところである。

普通会計における財政指数を見ると、経常収支比率は ％で、前年度に比

べて ポイント増加している。財政力指数は で、前年度に比べ

ポイント減少している。依然として指数が を超えていることから普通交付税

の不交付団体となる。また、実質収支比率は ％で、前年度に比べ ポイ

ント減少しており、一般的に望ましいとされている ％から ％をわずかに下

回ったものの依然良好な水準にあると言える。

一般会計について

一般会計の決算額は、歳入 千円、歳出 千円で、前

年度に比べ歳入は 千円（ ％）、歳出は 千円（ ％）と

いずれも増額となっている。

決算収支では、形式収支は 千円、実質収支は 千円の黒字、

単年度収支については 千円の赤字となっている。

歳入を財源別に見ると、自主財源は 千円で、前年度に比べ

千円（ ％）増加している。

一方、依存財源は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）

減少している。これは国庫支出金が前年度に比べ 千円（ ％）減

少したことによるもので、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金など

が増となったものの、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業費

補助金や価格高騰緊急支援給付金事業費補助金の減などによるものである。

それらの結果、自主財源の構成比は ％となり、前年度に比べ ポイ

ント増加している。自主財源の構成比が前年度より増加した主な要因は、価

格高騰緊急支援給付金事業費補助金の減による国庫支出金などの依存財源が

減となった一方、個人町民税や固定資産税の増収により町税が増となったこ

となどによるものである。
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歳入における収入未済額は 千円で、前年度に比べ 千円

（ ）減少している。

収入未済額の約 ％を占める町税の未済額の縮減に向け、滞納を生じさ

せない取り組みをはじめ早期の滞納整理等に取り組み、自主財源の確保、 町

民負担の公正性・公平性の確保等に努められたい。

次に、歳出では、目的別で構成割合をみると、民生費 千円

（構成比 ％）が最も大きく、次いで教育費 千円（構成比

％）、土木費 千円（構成比 ％）の順となっている。

また、金額を見ると衛生費、災害復旧費、商工費などが前年度に比べて

減となった一方、教育費、土木費、総務費などが増となっている。

教育費は 千円（ ％）の増で、竹原グラウンド駐車場用地購

入や小学校のバリアフリー化改修工事の実施などが要因となった。土木費

は 千円（ ％）の増で、下土狩駅駅前広場整備事業や鮎壺公園

交流施設新築工事の実施などが要因となった。衛生費は、 千円

（ ％）の減で、パークゴルフ場の整備が完了したことに伴う減などが

要因となった。

歳出決算を性質別に見ると、義務的経費は 千円で、前年度に比

べ 千円（ ％）増加している。義務的経費のうち、人件費は、保育

園等の特別支援に係る加配保育士の増などにより前年度と比べて増となった。

扶助費は、障害児通所給付事業費や民間保育所運営費扶助費の増などにより、

前年度に比べ増となった。

投資的経費は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加

している。投資的経費のうち、普通建設事業費は、パークゴルフ場の整備が

終了したことなどにより減となった一方、竹原グラウンド駐車場用地購入や

下土狩駅駅前広場整備事業が増となったことが主な要因である。

災害復旧事業費は、令和 年 月豪雨に伴い令和４年度に繰り越して実施

した農林施設及び公共土木施設の災害復旧の完了により皆減となった。

その他の経費は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増

加している。その他の経費のうち物件費は、仮想化基盤構築業務や次期ネッ

トワーク基盤構築業務の実施などが増となった主な要因である。補助費等は、

緊急経済対策プレミアム付き商品券事業の完了に伴う減などにより、前年度

に比べ減となった。

不用額は 千円で、前年度に比べ 千円 ％ 減少し、予

算に対する比率は ％で、前年度に比べ ポイント減少している。
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特別会計について 

４特別会計の決算額は、歳入 7,416,911 千円、歳出 7,250,669 千円で、前

年度に比べ歳入は 28,160 千円(0.4％)増加し、歳出は 30,880 千円(0.4％)減

少している。 

決算収支において、実質収支は 166,242 千円の黒字、単年度収支も 59,040

千円の黒字となっている。一般会計からの繰入金の総額は 1,232,048 千円で、

このうち法基準以外の繰入金が 10,085 千円（全額国保）で 0.8％を占めてい

る。 

事業の運営等にかかる経費としての繰入れが行われているが、財源の確

保に努めるとともに、経費の削減、効率的な事業執行に取り組み、繰入れ

を最小限にされたい。 

歳入における収入未済額は 115,826 千円で、前年度に比べ 15,135 千円 

（11.6％）減少している。このほとんどを占める国民健康保険事業特別会計

の収入未済額は 109,599 千円で、前年度より 14,952 千円（12.0％）減少して

いるものの、依然として多額となっている。税収等の確保や負担の公平性を

確保するうえにおいても、実効のある滞納整理に取り組み、収入未済額の縮

減に一層の努力をされたい。 

歳出の大半を占める保険給付費を見ると、国民健康保険事業では

2,182,318 千円（構成比 66.6％）で、前年度に比べ 124,419 千円(5.4％)減少

している。また、介護保険事業では 2,698,999 千円で、前年度に比べ 94,882

千円(3.6％)増加している。いずれにおいても、保険事業の円滑な運営に期す

るため、医療、介護に対す給付費の適正化等を一層推進されたい。 

以上、一般会計と特別会計の決算の概要、意見を述べたが、令和５年度は、

令和４年当初からの原料高、原油高、円安などを背景とした物価高騰の波が 

町の財政状況にも大きな影響を与えた一方、５月に新型コロナウイルス感染症

が５類に移行されて以降、町民の生活や地域社会がこれまでの日常を徐々に 

取り戻しつつある中で、「第５次長泉町総合計画」の３年目として総合計画 

に掲げる４つの基本目標と一つの推進目標を軸とした各種政策に基づく予算 

執行が行われた。本町の財政の見通しは、歳入の根幹である町税の安定的な 

確保は見込まれるものの、少子高齢化、多様化を背景に社会保障関係費等の 

増加傾向や公共施設の更新時期を控え、長寿命化や建て替えなど膨大な費用 

が予想され、今後の財政運営に少なからず影響を及ぼすものと予測されてい 

る。 

今後の行財政運営にあたっては、第５次総合計画に掲げる「みんなでつく

る輝きつづける“ちょうどいい”まち」の実現に向け、効果的かつ効率的に

各施策、事業が推進されることを期待するものである。 
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表
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単
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率
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成
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予
算
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構
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額
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般
　
会
　
計

特 別 会 計

合
　
　
　
　
計

歳
入
歳
出
決
算
総
括
表

（
総
計
決
算
額
）

（
純
計
決
算
額
）

区
分

歳
入

重
複
計
算
控
除
額

重
複
計
算
控
除
額

差
引
純
歳
出
額

実
質
収
支
額

歳
入

収
入
済
額

歳
出

歳
入
歳
出
差
引
額

翌
年
度
へ

繰
越
す
べ
き
財
源

特 別 会 計

合
　
　
　
　
計

一
　
般
　
会
　
計

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
区
　
分

　
会
計
別

予
算
現
額

- 65 -

 

- 64 -



別
表

２
－

１

金
額

構
成

比
率

金
額

構
成

比
率

予
算

現
額

比
率

金
額

構
成

比
率

予
算

現
額

比
率

調
定

額
対

比
金

額
調

定
額

対
比

金
額

調
定

額
対

比

町
税

9
,5

4
7
,0

0
0
,0

0
0

5
3
.0

%
1
0
,0

1
8
,1

4
1
,2

2
7

5
5
.7

%
1
0
4
.9

%
9
,6

2
8
,1

5
6
,0

8
5

5
4
.9

%
1
0
0
.9

%
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6
.1

%
1
3
1
,2

7
1
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1
.3

%
2
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%
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1
1
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4
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3
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3
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0
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金

5
,0

0
0
,0
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0

0
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%
3
,5

1
7
,0

0
0

0
.0

%
7
0
.3

%
3
,5

1
7
,0

0
0

0
.0

%
7
0
.3

%
1
0
0
.0

%
0

0

配
当

割
交

付
金

5
0
,0

0
0
,0

0
0

0
.3

%
5
4
,6

1
9
,0

0
0

0
.3

%
1
0
9
.2

%
5
4
,6

1
9
,0

0
0

0
.3

%
1
0
9
.2

%
1
0
0
.0

%
0

0

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
5
0
,0

0
0
,0

0
0

0
.3

%
8
8
,6

0
5
,0

0
0

0
.5

%
1
7
7
.2

%
8
8
,6

0
5
,0

0
0

0
.5

%
1
7
7
.2

%
1
0
0
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%
0

0

法
人

事
業

税
交

付
金

2
1
0
,0

0
0
,0

0
0

1
.2

%
1
1
8
,6

8
2
,0

0
0

0
.7

%
5
6
.5

%
1
1
8
,6

8
2
,0

0
0

0
.7

%
5
6
.5

%
1
0
0
.0
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0

0

地
方

消
費

税
交

付
金

1
,1

5
5
,0

0
0
,0
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0

6
.4

%
1
,1

1
8
,6

4
6
,0

0
0

6
.2

%
9
6
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%
1
,1

1
8
,6

4
6
,0

0
0

6
.4

%
9
6
.9

%
1
0
0
.0

%
0

0

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

4
0
,0

0
0
,0
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0

0
.2

%
4
1
,7

0
7
,6

8
0

0
.2

%
1
0
4
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4
1
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0
7
,6
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0

0
.2

%
1
0
4
.3

%
1
0
0
.0
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0

0

自
動

車
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税

交
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金
1
,0

0
0

0
.0
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1
,5

4
9
,0

8
5

0
.0
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 皆
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1
,5

4
9
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5

0
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 皆
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1
0
0
.0

%
0

0

環
境
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能

割
交

付
金

1
7
,0

0
0
,0
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0

0
.1

%
1
7
,8

6
4
,0

0
0

0
.1

%
1
0
5
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%
1
7
,8
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0
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0
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%
1
0
5
.1

%
1
0
0
.0
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0

0
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交
付

金
5
6
,0

0
0
,0
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0

0
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6
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1
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0
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0
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0
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0
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9

3
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1
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0
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0
3
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7
,0
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9

3
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1
0
0
.0
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1
0
0
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0

諸
収
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3
6
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1
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1
0
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1
0
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1
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0
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0
0
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3
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0
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0
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.1
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%
3
8
3
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0
,0
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1
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1
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1
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収
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収
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会
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合
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土 地 取

得 事 業
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衛
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働
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工
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付
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付
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固
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水 道 事 業 会 計





長 監 査 第 １ ６ 号

令和６年８月１日

長泉町長 池 田 修 様

長泉町監査委員 村 田 正 志

長泉町監査委員 井 出 春 彦

 
 

令和５年度長泉町水道事業会計決算審査意見について 
 

地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき審査を付された令和５年度長

泉町水道事業会計決算、証書類、事業報告書及び政令で定めるその他の書類を審

査したので、次のとおり意見を提出します。 
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令和５年度長泉町水道事業会計決算審査意見 
 

第１ 審査の対象 
令和５年度長泉町水道事業会計決算

上記決算に関する証書類、事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細

書及び企業債明細書

第２ 審査の期間

令和６年７月２日から令和６年７月１９日

 
第３ 審査の方法 

審査にあたっては、決算書類が関係法令に準拠して作成されているか、

事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかを確認するため、会

計諸帳簿等証書類との照合を行ったほか、関係職員の説明を聴取するとと

もに、経営内容について、年度比較により事業の推移を把握、分析した。 
 
第４ 審査の結果 

審査に付された決算書類は、関係法令に準拠して作成されており、計数

は証書類と符合し正確で、経営成績及び財産状態を適正に表示しているも

のと認められた。 
決算の概要は、次のとおりである。 
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決 算 の 概 要 

１ 事業の概要 
⑴ 業務状況

当該年度の給水戸数は 戸で、前年度に比べ 戸 ％ 増加し、

給水人口は 人で、 人 ％ 増加している。行政区域内人口に対

する普及率は、前年度と同じ ％である。

年間総配水量は ㎥で、前年度に比べ ㎥ ％ 減少して

おり、年間有収水量も ㎥で ㎥ ％ 減少している。

また、年間総配水量に対する有収水量は ％で、前年度に比べ ポ

イント増加している。

業務の状況は、次表のとおりである。

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増 減 比率

行政区域内人口 人

給 水 人 口 人

給 水 戸 数 戸

普 及 率 ％

年 間 総 配 水 量 ㎥ △

年 間 有 収 水 量 ㎥ △

有 収 率 ％

⑵ 建設改良事業の状況

当年度の取水設備改良費は 千円で、長泉第２浄水場電気設備更新

工事等を実施している。また、配水設備改良費においては、 千円で、

町道 号線配水本管新設工事等を実施し、延長 ｍの配水管を布設

している。

⑶ 施設の利用状況

当年度の 日平均配水量は ㎥で、前年度に比べ ㎥ ％ の減

少、 日最大配水量は ㎥で ㎥ ％ の増となっている。ま

た、 日配水能力は、前年度と同じ ㎥である。

配水設備の利用状況を見ると、施設利用率は ％と、前年度と比べ

ポイント減少している。

この数値は、配水施設が有効に活用されているか判断を示すものとして、

一般的に利用されているもので、同規模団体平均（総務省編集「地方公営企

業年鑑」の給水人口 万人以上 万人未満の事業体の令和４年度決算等に基

づく数値）を上回っている。

配水施設能力の適切性を見る最大稼働率は ％から ％へと、前年

度に比べ ポイント増加している。
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また、配水施設が平均的に稼動しているかを示す負荷率は ％から

％へと、 ポイント減少している。

施設利用率、最大稼働率、負荷率は、いずれも望ましい数値を示している。

施設の利用状況は、次表のとおりである。

単位：㎥・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較 同規模

団体平均増 減 比率

日 配 水 能 力

日最大配水量

日平均配水量 △

施 設 利 用 率 △

最 大 稼 動 率

負 荷 率 △

２ 予算の執行状況（消費税及び地方消費税を含む。） 
収益的収支及び資本的収支の決算額等は、次表のとおりである。 

⑴ 収益的収入及び支出

ア 収益的収入 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 増減額 収入率

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益 △

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益 △

受取利息及び配当金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入 額 △

水道事業収益の決算額は 千円で、予算額に対し 千円増加し、

収入率 ％となっている。

水道事業収益の増加は、営業収益 千円 ％ の増加によるもの

である。

営業収益の増加は、主に給水収益が当初見込みより増加し、 千円

％ 予算額を上回ったものによるものである。

営業外収益の減少は、主に長期前受金戻入額が 千円 減少し

たことによるものである。
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イ 収益的支出 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 不用額 執行率

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

支 払 消 費 税

特 別 損 失

予 備 費

水道事業費用の決算額は 千円で、予算額に対し執行率は ％、

千円の不用額を生じている。

⑵ 資本的収入及び支出

ア 資本的収入 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 増減額 収入率

資 本 的 収 入

工 事 負 担 金

資本的収入の決算額は 千円で、予算額に対し 千円増加し、

収入率は ％となっている。これは、工事負担金が予想を上回ったこ

とによるものである。

イ 資本的支出 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 不用額 執行率

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

取水設備改良費

配水設備改良費

固定資産購入費

企 業 債 償 還 金
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また、配水施設が平均的に稼動しているかを示す負荷率は ％から

％へと、 ポイント減少している。

施設利用率、最大稼働率、負荷率は、いずれも望ましい数値を示している。

施設の利用状況は、次表のとおりである。

単位：㎥・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較 同規模

団体平均増 減 比率

日 配 水 能 力

日最大配水量

日平均配水量 △

施 設 利 用 率 △

最 大 稼 動 率

負 荷 率 △

２ 予算の執行状況（消費税及び地方消費税を含む。） 
収益的収支及び資本的収支の決算額等は、次表のとおりである。 

⑴ 収益的収入及び支出

ア 収益的収入 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 増減額 収入率

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益 △

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益 △

受取利息及び配当金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入 額 △

水道事業収益の決算額は 千円で、予算額に対し 千円増加し、

収入率 ％となっている。

水道事業収益の増加は、営業収益 千円 ％ の増加によるもの

である。

営業収益の増加は、主に給水収益が当初見込みより増加し、 千円

％ 予算額を上回ったものによるものである。

営業外収益の減少は、主に長期前受金戻入額が 千円 減少し

たことによるものである。
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資本的支出の決算額は 千円で、予算額に対し執行率は ％、

千円の不用額を生じている。

不用額の主なものは、取水設備改良費 千円である。これは主に、

入札によって支出が抑えられたことによるものである。

なお、資本的収入 千円が、資本的支出 千円に対して不

足する額 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 千円、過年度分損益勘定留保資金 千円、当年度分損益勘

定留保資金 千円、建設改良積立金 千円で補てんしている。

３ 経営成績（消費税及び地方消費税を含まない。） 
営業成績を示す総収益、総費用等は、次のとおりである。

⑴ 総収益及び総費用 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

総 収 益 △

総 費 用

損 益 △

当年度の総収益 千円に対し、総費用が 千円で 千

円の純利益を計上している。

これらを前年度と比較すると、総収益は 千円 ％ 減少し、総費

用は 千円 ％ 増加し、純利益は 千円 ％ 減少してい

る。

なお、純利益 千円は、当年度未処分利益剰余金として、建設改良

積立金へ積み立てることにしている。

⑵ 収益 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

営 業 収 益 △

給 水 収 益 △

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益 △

営 業 外 収 益 △

受取利息及び配当金 △

長期前受金戻入額 △

雑 収 入

収 益 合 計 △
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営業収益が 千円 ％ 減少しているのは、給水収益が 千円

（ ）減少していることなどによるものである。

⑶ 費用 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費 △

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費 皆増

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 費 用 △

支払利息及び企業債取扱諸費 △

雑 支 出

費 用 合 計

営業費用が 千円（ ）増加しているのは、主に減価償却費が

千円（ ）増加していることなどによるものである。

⑷ 費用性質別構成比

営業費用の性質別構成比は、次表のとおりである。 単位：千円・％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金額 構成比率 金額 構成比率 増減額 比率

職 員 給 与 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

修 繕 費

動 力 費 △

薬 品 費

材 料 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △

そ の 他

合 計
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資本的支出の決算額は 千円で、予算額に対し執行率は ％、

千円の不用額を生じている。

不用額の主なものは、取水設備改良費 千円である。これは主に、

入札によって支出が抑えられたことによるものである。

なお、資本的収入 千円が、資本的支出 千円に対して不

足する額 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 千円、過年度分損益勘定留保資金 千円、当年度分損益勘

定留保資金 千円、建設改良積立金 千円で補てんしている。

３ 経営成績（消費税及び地方消費税を含まない。） 
営業成績を示す総収益、総費用等は、次のとおりである。

⑴ 総収益及び総費用 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

総 収 益 △

総 費 用

損 益 △

当年度の総収益 千円に対し、総費用が 千円で 千

円の純利益を計上している。

これらを前年度と比較すると、総収益は 千円 ％ 減少し、総費

用は 千円 ％ 増加し、純利益は 千円 ％ 減少してい

る。

なお、純利益 千円は、当年度未処分利益剰余金として、建設改良

積立金へ積み立てることにしている。

⑵ 収益 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

営 業 収 益 △

給 水 収 益 △

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益 △

営 業 外 収 益 △

受取利息及び配当金 △

長期前受金戻入額 △

雑 収 入

収 益 合 計 △
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総費用に占める営業費用の性質別構成比を見ると、前年度と同様に、減価

償却費が ％ 千円 で最も高く、次いで委託料 ％

千円 、職員給与費 ％ 千円 の順となっている。

⑸ 供給単価と給水単価

１㎥当たりの供給単価と給水原価は次表のとおりである。

単位：円・㎥・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 量 比率

供 給 単 価

給 水 原 価

販 売 利 益 △ △ △

算

出

基

礎

有 収 水 量 △

給 水 収 益 △

経 常 費 用

受 託 工 事 費 皆増

材料売却原価

＝

※ 経常費用＝営業費用＋営業外費用

当該年度における１㎥当たりの供給単価が 円 銭に対し、給水原価は

円 銭となっている。

これらを前年度と比較すると、供給単価は 銭 ％ 増加、給水原価は

円 銭増加し、販売利益は 円 銭減少している。
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４ 財政状態（消費税及び地方消費税を含まない。） 
当該年度の資産総額は 7,313,481千円で、これから負債額 1,697,359千円

を除いた純資産額は 5,616,122千円となっている。この純資産額は、前年度

(5,542,318千円)と比較すると 73,804千円(1.3%)増加している。 

⑴ 資産

当該年度末の資産は 7,313,481千円で、前年度に比べ 116,844千円(1.6%)

増加している。これは主に有形固定資産 199,596千円(3.6%)の増によるもの

である。 
資産の状況は、次表のとおりである。         (単位：千円･％) 

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 
前年度比較 

増減額 比率 

固 定 資 産 5,793,114 5,593,518 5,438,592 199,596 103.6 

有 形 固 定 資 産 5,793,099 5,593,503 5,438,577 199,596 103.6 

土 地 158,256 158,256 158,256 0 100.0 

建 物 197,152 205,117 213,083 △7,965 96.1 

構 築 物 4,868,687 4,751,078 4,692,802 117,609 102.5 

機械及び装置 567,015 477,063 372,447 89,952 118.9 

車 両 運 搬 具 254 254 254 0 100.0 

工具器具備品 1,735 1,735 1,735 0 100.0 

建 設 仮 勘 定 0 0 0 0 - 

投 資 15 15 15 0 100.0 

そ の 他 投 資 15 15 15 0 100.0 

流 動 資 産 1,520,367 1,603,119 1,628,430 △82,752 94.8 

現 金 及 び 預 金 1,470,360 1,551,300 1,596,170 △80,940 94.8 

未 収 金 31,793 33,285 14,782 △1,492 95.5 

貯 蔵 品 15,264 15,584 14,528 △320 97.9 

前 払 金 0 0 0 0 - 

その他流動資産 2,950 2,950 2,950 0 100.0 

資 産 合 計 7,313,481 7,196,637 7,067,022 116,844 101.6 

流動資産の減少は、主に現金及び預金の減によるものである。 

⑵ 負債及び資本

当年度末の負債は 1,697,359千円で前年度に比べ 43,040千円（2.6%）増

加している。これは主に未払金の増によるものである。 

当年度末の資本は 5,616,122千円で、前年度に比べ 73,804千円（1.3%） 

  増加している。これは主に剰余金 65,185千円（4.5%）の増によるものであ 

る。 

負債・資本の状況は、次表のとおりである。 
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総費用に占める営業費用の性質別構成比を見ると、前年度と同様に、減価

償却費が ％ 千円 で最も高く、次いで委託料 ％

千円 、職員給与費 ％ 千円 の順となっている。

⑸ 供給単価と給水単価

１㎥当たりの供給単価と給水原価は次表のとおりである。

単位：円・㎥・％

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増減額 量 比率

供 給 単 価

給 水 原 価

販 売 利 益 △ △ △

算

出

基

礎

有 収 水 量 △

給 水 収 益 △

経 常 費 用

受 託 工 事 費 皆増

材料売却原価

＝

※ 経常費用＝営業費用＋営業外費用

当該年度における１㎥当たりの供給単価が 円 銭に対し、給水原価は

円 銭となっている。

これらを前年度と比較すると、供給単価は 銭 ％ 増加、給水原価は

円 銭増加し、販売利益は 円 銭減少している。
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単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債 △ 皆減

未 払 金

引 当 金

その他流動負債 △

繰 延 収 益 △

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資本剰余金

利益剰余金

減債積立金 △ 皆減

建設改良積立金 △

当年度未処分利益剰余金 △

その他未処分利益剰余金変動額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

⑶ 財務比率

財務状態を示す、主な財務比率の推移は、次表のとおりである。 単位：％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 同規模団体平均

流 動 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

固定資産対長期資本比率

※算式：流 動 比 率 ＝流動資産÷流動負債×

自己資本構成比率 ＝自己資本 自己資本金＋剰余金 ÷総資本 負債＋資本 ×

固定資産対長期資本比率＝固定資産÷ 資本金＋剰余金＋固定負債 ×

財務比率について見ると、流動比率は、短期債務に対する支払能力を示し、流

動性を確保するため理想される比率は、 ％以上とされている。

当年度の流動比率は ％で、前年度に比べ ポイント減少している

が、同規模団体平均を上回っている。

自己資本構成比率は、自己資本の調達度を示し、高いほど他人資本が入らず事

業経営が安定しているとされている。
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当年度の自己資本構成比率は ％で、前年度に比べ ポイント低下して

いるが、同規模団体平均を上回っている。

また、固定資本対長期資本比率は、事業の固定的・長期的安全性を見るもので、

常に ％以下で低いほど望ましいとされている。当年度の固定資産対長期資本

比率は ％で、前年度に比べ ポイント上昇しているが、同規模団体平均

を下回っている。

これらの財務比率は、理想あるいは望ましいとされる数値を示している。

５ むすび 
令和５年度における業務状況等は、前述のとおり、当年度末の給水人口及び

行政区域内人口は、前年度に比べ増加しているが、結果として普及率は ％

と前年度と同様となっている。また、年間総配水量が前年度に比べ ％減少

し、年間有収水量が前年度に比べ ％減少している。

施設の利用状況については、施設利用率、最大稼働率、負荷率は、いずれも

望ましい水準に達しており、水道施設の効率性は保たれている。

また、財政状態については、流動比率、自己資本構成比率、固定資産対長期

資本比率は、いずれも理想あるいは望ましいとされる数値を示しており、水道

事業の健全性は保たれている。

上下水道窓口等業務委託については、滞納整理、給水停止事務を含む徴収事

務、日常水質検査、施設点検をその業務範囲としており、効率化が図られてい

る。

本町の事業経営の見通しは、住宅等の建設によって給水戸数・給水人口は伸

びているが、節水意識の浸透と節水型機器の発達・普及等により水道料金収入

は伸び悩んでいる。

他方では老朽化した水道施設の更新等が見込まれており、支出の増大が予想

される。

今後の事業経営に当たっては、一層の経営の安定化と健全な財政の維持に努

めつつ、地震等に対する危機管理体制の強化の推進を含め、安全、良質な水道

水の安定供給を望むところである。
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単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債 △ 皆減

未 払 金

引 当 金

その他流動負債 △

繰 延 収 益 △

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資本剰余金

利益剰余金

減債積立金 △ 皆減

建設改良積立金 △

当年度未処分利益剰余金 △

その他未処分利益剰余金変動額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

⑶ 財務比率

財務状態を示す、主な財務比率の推移は、次表のとおりである。 単位：％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度 同規模団体平均

流 動 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

固定資産対長期資本比率

※算式：流 動 比 率 ＝流動資産÷流動負債×

自己資本構成比率 ＝自己資本 自己資本金＋剰余金 ÷総資本 負債＋資本 ×

固定資産対長期資本比率＝固定資産÷ 資本金＋剰余金＋固定負債 ×

財務比率について見ると、流動比率は、短期債務に対する支払能力を示し、流

動性を確保するため理想される比率は、 ％以上とされている。

当年度の流動比率は ％で、前年度に比べ ポイント減少している

が、同規模団体平均を上回っている。

自己資本構成比率は、自己資本の調達度を示し、高いほど他人資本が入らず事

業経営が安定しているとされている。

- 82 -



- 84 -



 

水 道 事 業 会 計

決 算 審 査 資 料

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 84 -





水道事業会計決算審査資料目次

第１表 財務分析及び経営分析…………………………………………………

第２表 業務実績推移表…………………………………………………………

第３表 損益計算書………………………………………………………………

第４表 貸借対照表………………………………………………………………

第５表 性質別費用推移表………………………………………………………

- 85 -



- 86 -



第１表　　

財務分析及び経営分析(水道事業会計)

構成比率
資本金＋剰余金＋繰延収益 7,046,243,088

負債資本合計 7,313,481,081

固定資産 5,793,113,837

固定資産＋流動資産＋繰延収益 8,743,601,646

固定負債 39,396,594

負債資本合計 7,313,481,081

財務比率
固定資産 5,793,113,837

46040570125
固定負債＋資本金＋剰余金＋繰延収益 7,085,639,682

流動資産 1,520,367,244

流動負債 227,841,399

固定資産 5,793,113,837

資本金＋剰余金＋繰延収益 7,046,243,088

企業債元金 0

給水収益 407,699,406

企業債等利息 91,779

給水収益 407,699,406

人件費（損益勘定職員） 37,551,376
410559455

給水収益 407,699,406

損益関係比率
営業収益－受託工事収益 439,680,343

425,809,296
営業費用－受託工事費 425,809,296

営業収益＋営業外収益 499,870,530

営業費用＋営業外費用 426,065,782

企業債元金 0

減価償却費－長期前受金戻入 153,975,552

その他
給水人口 41,989

損益勘定職員数 4

営業収益 440,327,843

損益勘定職員数 4
減価償却費＋企業債等利息－長期前受金戻入 154,067,331

有収水量 4,769,793
資本費 32 円

職員一人当たりの給水人口 10,497 人

職員一人当たりの営業収益 110,081,961 円

経常収支比率 117.3 ％

企業債償還元金減価償却費率 0.0 ％

職員給与費給水収益比率 9.2 ％

営業収支比率 103.3 ％

企業債元金給水収益比率 0.0 ％

企業債利息給水収益比率 0.0 ％

流動比率 667.3 ％

固定比率 82.2 ％

固定負債構成比率 0.5 ％

固定資産対長期資本比率 81.8 ％

自己資本構成比率 96.3 ％

固定資産構成比率 66.3 ％
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第２表

業　務　実　績　推　移　表

前年度比較
増減 比率

行政区域内人口 (人)A 43,513 43,268 43,340 245 100.6 年度末現在

給水区域内人口 (人)B 41,989 41,762 41,812 227 100.5

給水戸数 (戸) 20,348 20,104 19,854 244 101.2

給水人口 (人)C 41,989 41,762 41,812 227 100.5

普及率 (％)C/A 96.5 96.5 96.5 0.0 100.0

普及率 (％)C/B 100.0 100.0 100.0 0.0 -

年間総配水量 (㎥) 4,795,192 4,873,814 5,204,405 △78,622 98.4

１日配水能力 (㎥) 19,400 19,400 19,400 0 100.0

１日最大配水量 (㎥) 17,306 15,071 15,218 2,235 114.8

１日平均配水量 (㎥) 13,102 13,353 14,259 △251 98.1

年間有収水量 (㎥) 4,769,793 4,846,311 4,916,213 △76,518 98.4

有収率 (％) 99.5 99.4 94.5 0.1 100.1

職員数 (人) 6 6 6 0 100.0

供給単価 (円) 85.48 84.98 81.78 0.50 100.6

給水原価 (円) 89.29 86.05 81.38 3.24 103.8

職員１人当たりの
給水人口

(人) 6,998 6,960 6,969 38 100.5

職員１人当たりの
給水量

(㎥) 794,966 807,719 819,369 △12,753 98.4

職員１人当たりの
営業収益

(千円) 73,388 74,896 71,700 △1,508 98.0

施設利用率 (％) 67.5 68.8 73.5 △ 1.3 98.1

最大稼働率 (％) 89.2 77.7 78.4 11.5 114.8

負荷率 (％) 75.7 88.6 93.7 △ 12.9 85.4

施
設
稼
働
状
況

経

営

成

績

業

務

状

況

区　 　分 備考３年度４年度５年度
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第５表

令和５年度 令和４年度 令和３年度 前年度比較

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

増 減 額 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

職 員 給 与 費 37,551,376 8.8 36,488,432 8.7 35,643,328 8.9 1,062,944 102.9

備 消 耗 品 費 1,104,361 0.3 505,954 0.1 452,888 0.1 598,407 218.3

印 刷 製 本 費 228,600 0.1 274,400 0.1 180,200 0.0 △45,800 83.3

通 信 運 搬 費 3,167,849 0.7 2,985,564 0.7 2,848,326 0.7 182,285 106.1

委 託 料 104,313,492 24.5 102,405,887 24.6 96,478,106 24.1 1,907,605 101.9

賃 借 料 4,631,161 1.1 3,926,414 0.9 4,126,943 1.0 704,747 117.9

修 繕 費 18,214,412 4.3 17,019,927 4.1 13,134,604 3.3 1,194,485 107.0

動 力 費 29,696,637 7.0 37,136,482 6.7 26,669,853 5.7 △7,439,845 80.0

薬 品 費 2,170,184 0.5 1,784,300 0.5 1,819,280 0.5 385,884 121.6

工 事 請 負 費 0 - 0 - 80,000 0.0 0 - 

材 料 費 4,849,481 1.1 2,674,560 0.6 4,115,431 1.0 2,174,921 181.3

減 価 償 却 費 212,597,372 49.9 205,987,345 49.4 203,798,209 50.9 6,610,027 103.2

資 産 減 耗 費 2,751,438 0.6 529,312 0.1 4,119,920 1.0 2,222,126 519.8

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

91,779 0.0 389,199 0.1 1,177,338 0.3 △ 297,420 23.6

特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

そ の 他 4,697,640 1.1 4,964,128 1.2 5,577,249 1.4 △ 266,488 94.6

合 計 426,065,782 100.0 417,071,904 100.0 400,221,675 100.0 8,993,878 102.2

　
　
　

区　　分

性　質　別　費　用　推　移　表
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下 水 道 事 業 会 計





長 監 査 第 １ ７ 号

令和６年８月１日

長泉町長 池 田 修 様

長泉町監査委員 村 田 正 志

長泉町監査委員 井 出 春 彦

令和５年度長泉町下水道事業会計決算審査意見について 
 

地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき審査を付された令和５年度長

泉町下水道事業会計決算、証書類、事業報告書及び政令で定めるその他の書類を

審査したので、次のとおり意見を提出します。 
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令和５年度長泉町下水道事業会計決算審査意見 
 

第１ 審査の対象 
令和５年度長泉町下水道事業会計決算

上記決算に関する証書類、事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細

書及び企業債明細書

第２ 審査の期間

令和６年７月２日から令和６年７月１９日

 
第３ 審査の方法 

審査にあたっては、決算書類が関係法令に準拠して作成されているか、

事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかを確認するため、会

計諸帳簿等証書類との照合を行ったほか、関係職員の説明を聴取するとと

もに、経営内容について、年度比較により事業の推移を把握、分析した。 
 
第４ 審査の結果 

審査に付された決算書類は、関係法令に準拠して作成されており、計数

は証書類と符合し正確で、経営成績及び財産状態を適正に表示しているも

のと認められた。 
決算の概要は、次のとおりである。 
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決 算 の 概 要 

１ 事業の概要 
当町下水道事業は、平成 年 月 日から地方公営企業法の全部を適用

し、地方公営企業会計に移行している。

⑴ 業務状況

当該年度の処理区域内人口は 人で、行政区域内人口に対する普及

率は、 ％である。

業務の状況は、次表のとおりである。

区 分 令和５年度 令和４年度
前年度比較

増 減 比率

行政区域内人口 人

処理区域内人口 人

普 及 率 ％ △

接 続 世 帯 数 戸

年 間 有 収 水 量 ㎥ △

⑵ 建設改良事業の状況

当年度は、処理面積 の管渠布設工事を実施している。当年度末時

点の累計処理面積は 、全体計画面積 に占める割合は

となっている。

２ 予算の執行状況（消費税及び地方消費税を含む。） 
収益的収支及び資本的収支の決算額等は、次表のとおりである。 

⑴ 収益的収入及び支出

ア 収益的収入 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 増減額 収入率

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

受 託 事 業 収 益 △

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益 △

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入 額 △

雑 収 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

下水道事業収益の決算額は 千円で、予算額に対し 千円増

加し、収入率 ％となっている。
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下水道事業収益の増加は、営業収益 千円 ％ の増加によるも

のである。

営業収益の増加は、主に下水道使用料が当初見込みより増加し、

千円 ％ 予算額を上回ったことによるものである。

営業外収益の減少は、主に長期前受金戻入額が 千円 減少し

たことによるものである。

イ 収益的支出 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 不用額 執行率

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

維 持 管 理 費

流域下水道維持管理費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

支 払 消 費 税

特 別 損 失

予 備 費

下水道事業費用の決算額は 千円で、予算額に対し執行率は

％、 千円の不用額を生じている。

⑵ 資本的収入及び支出

ア 資本的収入 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 増減額 収入率

資 本 的 収 入 △

企 業 債 △

補 助 金 △

負 担 金

資本的収入の決算額は 千円で、予算額に対し 千円減少

し、収入率は ％となっている。これは、主に企業債が予算額を下回っ

たことによるものである。
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イ 資本的支出 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 不用額 執行率

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

公 共 事 業 費

単 独 事 業 費

流域下水道事業費

固定資産購入費

企 業 債 償 還 金

資本的支出の決算額は 千円で、予算額に対し執行率は ％、

千円の不用額を生じている。

不用額の主なものは、単独事業費 千円である。これは主に、入

札によって支出が抑えられたことによるものである。

なお、資本的収入 千円が、資本的支出 千円に対して不

足する額 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 千円、過年度分損益勘定留保資金 千円で補てんしている。

３ 経営成績（消費税及び地方消費税を含まない。） 
営業成績を示す総収益、総費用等は、次のとおりである。

⑴ 総収益及び総費用 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

総 収 益 △

総 費 用 △

損 益 △

当年度の総収益 千円に対し、総費用が 千円で 千

円の純利益を計上している。

なお、純利益 千円は、当年度未処分利益剰余金として、減債積立

金 千円、建設改良積立金 千円へ積み立てることにしている。
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下水道事業収益の増加は、営業収益 千円 ％ の増加によるも

のである。

営業収益の増加は、主に下水道使用料が当初見込みより増加し、

千円 ％ 予算額を上回ったことによるものである。

営業外収益の減少は、主に長期前受金戻入額が 千円 減少し

たことによるものである。

イ 収益的支出 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 不用額 執行率

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

維 持 管 理 費

流域下水道維持管理費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

支 払 消 費 税

特 別 損 失

予 備 費

下水道事業費用の決算額は 千円で、予算額に対し執行率は

％、 千円の不用額を生じている。

⑵ 資本的収入及び支出

ア 資本的収入 単位：千円・％

区 分 予算額 決算額 増減額 収入率

資 本 的 収 入 △

企 業 債 △

補 助 金 △

負 担 金

資本的収入の決算額は 千円で、予算額に対し 千円減少

し、収入率は ％となっている。これは、主に企業債が予算額を下回っ

たことによるものである。
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⑵ 収益 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

営 業 収 益 △

下 水 道 使 用 料 △

受 託 事 業 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益 △

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入額 △

雑 収 益

特 別 利 益

過年度損益修正益

収 益 合 計 △

⑶ 費用 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

営 業 費 用 △

維 持 管 理 費

流域下水道維持管理費

業 務 費 △

総 係 費 △

減 価 償 却 費 △

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用 △ 皆減

営 業 外 費 用 △

支払利息及び企業債取扱諸費 △

雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

費 用 合 計 △
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⑷ 費用性質別構成比

営業費用の性質別構成比は、次表のとおりである。 単位：千円・％

区 分
令和５年度 令和４年度 前年度比較

金額 構成比率 金額 構成比率 増減額 比率

職 員 給 与 費 △

通 信 運 搬 費 △

委 託 料

修 繕 費 △

動 力 費 △

薬 品 費

工 事 請 負 費

材 料 費

減 価 償 却 費 △

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費 △

そ の 他

合 計 △

総費用に占める営業費用の性質別構成比を見ると、流域下水道維持管理負

担金等のその他が ％ 千円 で最も高く、次いで減価償却費

％ 千円 、支払利息及び企業債取扱諸費 ％ 千円 の

順となっている。
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⑵ 収益 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

営 業 収 益 △

下 水 道 使 用 料 △

受 託 事 業 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益 △

他 会 計 補 助 金

長期前受金戻入額 △

雑 収 益

特 別 利 益

過年度損益修正益

収 益 合 計 △

⑶ 費用 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

営 業 費 用 △

維 持 管 理 費

流域下水道維持管理費

業 務 費 △

総 係 費 △

減 価 償 却 費 △

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用 △ 皆減

営 業 外 費 用 △

支払利息及び企業債取扱諸費 △

雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

費 用 合 計 △
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４ 財政状態（消費税及び地方消費税を含まない。） 
当該年度の資産総額は 千円で、これから負債額 千

円を除いた純資産額は 千円となっている。

⑴ 資産

資産の状況は、次表のとおりである。 単位：千円･％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

固 定 資 産 △

有 形 固 定 資 産 △

土 地

建 物 △

構 築 物 △

機械及び装置

車 両 運 搬 具 △

工具器具備品 △

建 設 仮 勘 定

無有形固定資産 △

施 設 利 用 権 △

投 資

そ の 他 投 資

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

前 払 金

その他流動資産

資 産 合 計
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⑵ 負債及び資本

負債・資本の状況は、次表のとおりである。 単位：千円・％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

固 定 負 債 △

企 業 債 △

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債 △

未 払 金

引 当 金 △

その他流動負債

繰 延 収 益 
負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資本剰余金

利益剰余金

減債積立金

建設改良積立金

当年度未処分利益剰余金 △

その他未処分利益剰余金変動額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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４ 財政状態（消費税及び地方消費税を含まない。） 
当該年度の資産総額は 千円で、これから負債額 千

円を除いた純資産額は 千円となっている。

⑴ 資産

資産の状況は、次表のとおりである。 単位：千円･％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度
前年度比較

増減額 比率

固 定 資 産 △

有 形 固 定 資 産 △

土 地

建 物 △

構 築 物 △

機械及び装置

車 両 運 搬 具 △

工具器具備品 △

建 設 仮 勘 定

無有形固定資産 △

施 設 利 用 権 △

投 資

そ の 他 投 資

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

前 払 金

その他流動資産

資 産 合 計
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⑶ 財務比率

財務状態を示す、主な財務比率の推移は、次表のとおりである。

単位：％

区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度

流 動 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

固定資産対長期資本比率

※算式 流 動 比 率 ＝流動資産÷流動負債×

自己資本構成比率 ＝自己資本 自己資本金＋剰余金 ÷総資本 負債＋資本 ×

固定資産対長期資本比率＝固定資産÷ 資本金＋剰余金＋固定負債 ×

財務比率について見ると、流動比率は、短期債務に対する支払能力を示し、令

和５年度は であった。

自己資本構成比率は、自己資本の調達度を示し、高いほど他人資本が入らず事

業経営が安定しているとされており、令和５年度は であった。

また、固定資本対長期資本比率は、事業の固定的・長期的安全性を見るもので、

令和５年度は ％であった。

５ むすび 
令和５年度における業務状況等は、前述のとおり、処理区域内人口が増加し

ている一方で、普及率は ％と前年度に比べ ポイント減少し、年間有

収水量は、 ％減少している。

経営成績について、営業収益は前年度に比べて ％減少し、営業外収益も

％減少している。

財政状態について、流動比率、自己資本構成比率、固定資産対長期資本比率

はいずれも高い数値を示していて、安定している。

経常収支比率も ％を上回る黒字状態を維持できており、良好と言える。

現在、下水道未普及地区の建設改良工事を実施しており、今後も順次進めて

いく必要があるが、事業の性質上、使用料収入等の自主財源だけでは困難な状

況である。また、既設の管渠についても計画的効率的な点検調査、修繕、改築

も並行して着手する必要があり、国庫補助金、企業債借入れ及び他会計補助金

を活用しながら、建設改良工事の進捗と持続可能な事業経営基盤の強化を望む

ところである。
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⑶ 財務比率
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区 分 令和５年度 令和４年度 令和３年度

流 動 比 率

自 己 資 本 構 成 比 率

固定資産対長期資本比率

※算式 流 動 比 率 ＝流動資産÷流動負債×

自己資本構成比率 ＝自己資本 自己資本金＋剰余金 ÷総資本 負債＋資本 ×

固定資産対長期資本比率＝固定資産÷ 資本金＋剰余金＋固定負債 ×

財務比率について見ると、流動比率は、短期債務に対する支払能力を示し、令

和５年度は であった。

自己資本構成比率は、自己資本の調達度を示し、高いほど他人資本が入らず事

業経営が安定しているとされており、令和５年度は であった。

また、固定資本対長期資本比率は、事業の固定的・長期的安全性を見るもので、

令和５年度は ％であった。

５ むすび 
令和５年度における業務状況等は、前述のとおり、処理区域内人口が増加し

ている一方で、普及率は ％と前年度に比べ ポイント減少し、年間有

収水量は、 ％減少している。

経営成績について、営業収益は前年度に比べて ％減少し、営業外収益も

％減少している。

財政状態について、流動比率、自己資本構成比率、固定資産対長期資本比率

はいずれも高い数値を示していて、安定している。

経常収支比率も ％を上回る黒字状態を維持できており、良好と言える。

現在、下水道未普及地区の建設改良工事を実施しており、今後も順次進めて

いく必要があるが、事業の性質上、使用料収入等の自主財源だけでは困難な状

況である。また、既設の管渠についても計画的効率的な点検調査、修繕、改築

も並行して着手する必要があり、国庫補助金、企業債借入れ及び他会計補助金

を活用しながら、建設改良工事の進捗と持続可能な事業経営基盤の強化を望む

ところである。

- 104 -





 

下水道事業会計決算審査資料目次

第１表 財務分析及び経営分析…………………………………………………

第２表 業務実績推移表…………………………………………………………

第３表 損益計算書………………………………………………………………

第４表 貸借対照表………………………………………………………………

第５表 性質別費用推移表………………………………………………………

- 105 -



 
- 106 -



第１表　

　財務分析及び経営分析(下水道事業会計)

構成比率
資本金＋剰余金＋繰延収益 8,031,151,487

負債資本合計 10,446,735,086

固定資産 9,639,229,854

固定資産＋流動資産＋繰延収益 16,983,141,626

固定負債 2,068,972,596

負債資本合計 10,446,735,086

財務比率
固定資産 9,639,229,854

46040570125
固定負債＋資本金＋剰余金＋繰延収益 10,100,124,083

流動資産 807,505,232

流動負債 346,611,003

固定資産 9,639,229,854

資本金＋剰余金＋繰延収益 8,031,151,487

損益関係比率
営業収益－受託事業収益 283,163,871

707,599,655
営業費用－受託工事費 707,599,655

営業収益＋営業外収益 824,073,200

営業費用＋営業外費用 766,527,641

企業債元金 209,288,756

減価償却費－長期前受金戻入 144,108,841

自己資本構成比率 76.9 ％

固定資産構成比率 56.8 ％

固定負債構成比率 19.8 ％

固定資産対長期資本比率 95.4 ％

流動比率 233.0 ％

固定比率 120.0 ％

営業収支比率 40.0 ％

経常収支比率 107.5 ％

企業債償還元金減価償却費率 145.2 ％
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第２表

業　務　実　績　推　移　表

前年度比較
増減 比率

行政区域内人口 (人)A 43,513 43,268 43,340 245 100.6 年度末現在

接続戸数 (戸) 13,741 13,630 13,622 111 100.8

処理区域内人口 (人)B 34,988 34,882 34,807 106 100.3

普及率 (％)B/A 80.4% 80.6% 80.3% △0.2 99.7

年間有収水量 (㎥) 3,218,397 3,257,543 3,251,916 △39,146 98.8

職員数 (人) 4 4 4 0 100.0

業
　
　
　
務
　
　
　
状
　
　
　
況

区　　　　分 備考３年度４年度５年度
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損
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金
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第５表

令和５年度 令和４年度 令和３年度 前年度比較

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

金　　額
構成
比率

増 減 額 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

職 員 給 与 費 11,181,869 1.5 11,779,943 1.5 11,493,861 1.5 △598,074 94.9

備 消 耗 品 費 1,143,376 0.1 349,873 0.0 260,656 0.0 793,503 326.8

印 刷 製 本 費 64,840 0.0 218,560 0.0 147,400 0.0 △153,720 29.7

通 信 運 搬 費 495,915 0.1 498,521 0.1 533,076 0.1 △2,606 99.5

委 託 料 31,286,344 4.1 24,680,044 3.2 35,131,744 4.6 6,606,300 126.8

賃 借 料 546 0.0 5,282 0.0 0 - △4,736 -

修 繕 費 7,040,590 0.9 10,003,930 1.3 8,049,630 1.0 △2,963,340 70.4

動 力 費 2,209,825 0.3 2,923,435 0.4 2,720,567 0.4 △713,610 75.6

薬 品 費 0 - 0 - 0 - 0 -

工 事 請 負 費 0 - 0 - 0 - 0 -

材 料 費 0 - 0 - 0 - 0 -

減 価 償 却 費 326,160,953 42.6 328,462,428 42.7 328,104,732 42.5 △2,301,475 99.3

資 産 減 耗 費 0 - 0 - 0 - 0 -

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

34,040,683 4.5 38,278,412 5.0 44,386,640 5.7 △4,237,729 88.9

特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

そ の 他 351,520,283 45.9 351,875,652 45.8 340,884,845 44.2 △ 355,369 99.9

合 計 765,145,224 100.0 769,076,080 100.0 771,713,151 100.0 △3,930,856 99.5

　
　
　

　
　
　

区　　分

性　質　別　費　用　推　移　表
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健 全 化 判 断 比 率

資 金 不 足 比 率 





 

長 監 査 第 １ ８ 号

令 和 ６ 年 ８ 月 １ 日

長泉町長 池 田 修 様

長泉町監査委員 村 田 正 志

長泉町監査委員 井 出 春 彦

令和５年度長泉町健全化判断比率及び資金不足比率の

審査意見について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第 条第

１項の規定に基づき、審査を付された令和５年度健全化判断比率及び資金不

足比率並びに、その算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、

次のとおり意見を提出します。
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令和５年度長泉町健全化判断比率

及び資金不足比率に係る審査意見

第１ 審査の対象 
令和５年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字

比率、実績公債費比率及び将来負担比率）及び資金不足比率並びにその算

定の基礎となる事項を記載した書類

第２ 審査の期間・実施場所

令和６ 年７月２日から令和６年７月１９日まで

長泉町監査委員室

第３ 審査の方法

審査に当たっては、長泉町監査基準等に基づき、健全化判断比率及び資

金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が関係法令等

に準拠し適正に作成されているか、関係書類の照合を主眼として実施した。

第４ 審査の結果

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎

となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されていると認められ

た。

健全化判断比率及び資金不足比率については、後述のとおりである。
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１ 健全化判断比率

（単位：％）

（注記）１ 実質収支及び連結実質収支が黒字の場合、実質赤字比率、連

結実質赤字比率は「－」となる。

２ 負債の償還に充てることができる基金等の額が、負担すべき

実質的な負債額を上回る場合、将来負担比率は「－」となる。

２ 資金不足比率

（単位：％）

区 分
資金不足比率

経営健全化基準
令和５年度 令和４年度

水道事業会計

（法適用企業）
－ －

下水道事業会計

（法適用企業）
－

－

（注記） 資金不足額がないため、資金不足比率は「－」となる。

３ むすび

令和５年度の健全化判断比率及び資金不足比率を早期健全化基準及

び経営健全化基準と比較すると、資金不足はなく、財政の健全化が高

い状況にあると言える。引き続き、これまで以上に健全な財政運営に

努められたい。

区 分 令和５年度 令和４年度 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 ― ―

連結実質赤字比率 ― ―

実質公債費比率

将 来 負 担 比 率 ― ― ―

- 117 -- 116 -




	空白ページ



